
 

 

45 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 
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45-1 

SA 設備基準適合性 一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-1-1 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

45-6 容量設定根拠

45-3 配置図

Ｃａ

関連資料

防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内

（共用しない設備）

常設SAの容量

環境条件、自然現象、外部人為事

象、溢水、火災

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源

－

対象外

45-3 配置図，45-4 系統図，45-7その他設備

Ａ

関連資料 45-4 系統図，45-7その他設備

Ａ重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの

Ａａ，Ｂ

系統設計

Ａａ

Ａｂ

本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作が必

要

45-4 系統図

Ｂａ，

Ｂｂ

関連資料

その他(飛散物)

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） －

Ａ，Ｂ

45-5 試験及び検査

通常時は隔離又は分離

第

4

3

条

切り替え性

関連資料

他設備からの影響

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性

関連資料

淡水だけでなく海水も使用

(周辺機器等からの悪影響により機能を失う

おそれがない）

十分な強度をもたせ，タービンが破損により飛散しない

関連資料

共

通

要

因

故

障

防

止

第45条：原子炉冷却材圧力バウンダ高圧時に発電用原

子炉を冷却するための設備
高圧代替注水系ポンプ

45-3 配置図

Ⅱ

（有効に機能を発揮する）

類型化

区分

－

操作性

Ｂ

第

4

号

二次格納施設内

Ａ，Ｂ

－

関連資料

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線

中央制御室操作，現場操作

ポンプ，弁
試験・検査

(検査性，系統構成・外部入力)

荷重

海水

共用の禁止

悪

影

響

防

止

第

5

号

第

1

項

第

2

項

第

2

号

第

1

号

第

3

号

45-3 配置図

第

1

号

第

2

号

第

6

号

第

3

号

中央制御室操作，現場操作

関連資料

設置場所

関連資料



45-1-2 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

対象外

関連資料 －

第

3

号

共

通

要

因

故

障

防

止

環境条件、自然現象、外部人為事

象、溢水、火災
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ

関連資料 －

第

2

項

第

1

号

常設SAの容量
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計）
Ｂ

関連資料 －

第

2

号

共用の禁止 (共用しない設備)

第

6

号

設置場所 中央制御室操作，現場操作 Ａａ，Ｂ

関連資料 －

第

5

号

悪

影

響

防

止

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ

その他(飛散物) 十分な強度をもたせ，タービンが破損により飛散しない
Ｂａ，

Ｂｂ

関連資料 －

第

4

号

切り替え性
本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作が必

要
Ａ

関連資料 －

第

3

号

試験・検査

(検査性、系統構成・外部入力)
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ

関連資料 －

関連資料 －

第

2

号

操作性 中央制御室操作，現場操作 Ａ，Ｂ

関連資料 －

他設備からの影響
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う

おそれがない）
－

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） －

Ｂ

荷重 （有効に機能を発揮する） －

海水 （海水を通水しない） 対象外

第45条：原子炉冷却材圧力バウンダ高圧時に発電用原

子炉を冷却するための設備

原子炉隔離時冷却系ポンプ

（設計基準拡張）

類型化

区分

第

4

3

条

第

1

項

第

1

号

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線
二次格納施設内

 



45-1-3 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

対象外

関連資料 －

第

3

号

共

通

要

因

故

障

防

止

環境条件、自然現象、外部人為事

象、溢水、火災
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ

関連資料 －

第

2

項

第

1

号

常設SAの容量
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計）
Ｂ

関連資料 －

第

2

号

共用の禁止 (共用しない設備)

第

6

号

設置場所 中央制御室操作 Ｂ

関連資料 －

第

5

号

悪

影

響

防

止

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ

その他(飛散物) 対象外 対象外

関連資料 －

第

4

号

切り替え性
本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作が必

要
Ａ

関連資料 －

第

3

号

試験・検査

(検査性、系統構成・外部入力)
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ

関連資料 －

関連資料 －

第

2

号

操作性 中央制御室操作 Ａ

関連資料 －

他設備からの影響
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う

おそれがない）
－

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） －

Ｂ

荷重 （有効に機能を発揮する） －

海水 （海水を通水しない） 対象外

第45条：原子炉冷却材圧力バウンダ高圧時に発電用原

子炉を冷却するための設備

高圧炉心注水系ポンプ

（設計基準拡張）

類型化

区分

第

4

3

条

第

1

項

第

1

号

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線
二次格納施設内



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45-2 

単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-2-1 

 
電源
車

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線AM用MCC

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

AM用直流
125V蓄電池

AM用直流125V主母線盤

高
圧
代
替
注
水
系

直流母線
（分電盤側）

直流125V
蓄電池A-2

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
電
動
機
）

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

直流母線
（MCC側）

125V DC分電盤

※
（区分Ⅰ）

直流125V主母線盤A
（区分Ⅰ）

直流125V
蓄電池Ａ

直流125V
蓄電池B

※

（区分Ⅱ）

直流125V主母線盤B

125V DC分電盤

（凡例）

ＭＣＣＢ

蓄電池

 
 

図 1 6 号炉 高圧代替注水系 単線結線図 

 

 

 

 



45-2-2 

電源
車

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線AM用MCC

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

AM用直流
125V蓄電池

AM用直流125V主母線盤

高
圧
代
替
注
水
系

直流母線
（分電盤側）

直流125V
蓄電池A-2

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
電
動
機
）

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

直流母線
（MCC側）

125V DC分電盤

※
（区分Ⅰ）

直流125V主母線盤A
（区分Ⅰ）

直流125V
蓄電池Ａ

直流125V
蓄電池B

※

（区分Ⅱ）

直流125V主母線盤B

125V DC分電盤

（凡例）

ＭＣＣＢ

蓄電池

 
 

図 2 6 号炉 高圧代替注水系の機能回復（可搬型代替直流電源設備による給電） 

単線結線図 

 

 

 



45-2-3 

電源
車

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線AM用MCC

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

AM用直流
125V蓄電池

高
圧
代
替
注
水
系

直流125V
蓄電池A-2

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
電
動
機
）

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

125V DC分電盤

※

（区分Ⅰ） （区分Ⅰ）

直流125V
蓄電池Ａ

直流125V
蓄電池B

※

（区分Ⅱ）

直流125V主母線盤B

125V DC分電盤

（凡例）

ＭＣＣＢ

蓄電池

直流母線
直流125V主母線盤A

 
 

図 3 7 号炉 高圧代替注水系 単線結線図 

 

 

 

 

 

 



45-2-4 

電源
車

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線

（区分Ⅱ）
480V母線AM用MCC

（区分Ⅰ）
480V母線

（区分Ⅰ）
480V母線

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

充
電
器

AM用直流
125V蓄電池

高
圧
代
替
注
水
系

直流125V
蓄電池A-2

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
電
動
機
）

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

125V DC分電盤

※

（区分Ⅰ） （区分Ⅰ）

直流125V
蓄電池Ａ

直流125V
蓄電池B

※

（区分Ⅱ）

直流125V主母線盤B

125V DC分電盤

（凡例）

ＭＣＣＢ

蓄電池

直流母線
直流125V主母線盤A

 

 

図 4 7 号炉 高圧代替注水系の機能回復（可搬型代替直流電源設備による給電） 

単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-2-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 6 号炉 ほう酸水注入系による進展抑制 単線結線図 
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4

非
常
用
低
圧
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常
用
電
気
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区
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流
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号
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ン
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・
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45-2-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 7 号炉 ほう酸水注入系による進展抑制 単線結線図 
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配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：設計基準対象施設 
 

：重大事故等対処設備 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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系統図 
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図 1 高圧代替注水系（7 号炉の例）系統概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 原子炉隔離時冷却系（7 号炉の例）系統概要 
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試験及び検査 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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容量設定根拠 
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名   称 高圧代替注水系ポンプ 

容量 m3/h 182 以上（注 1），（182（注 2）） 

全揚程 m 900 以上（注 1），（958（注 2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 吸込側  1.37 ／ 吐出側  11.8 

最高使用温度 ℃ 77 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

高圧代替注水系ポンプは，全交流動力電源喪失に加えて高圧炉心注水系及

び原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合においても，炉心の著しい損傷を

防止するため，原子炉圧力容器への注水を行うため設置する。 

高圧代替注水系は全交流動力電源喪失した場合でも，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準

備が整うまでの期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継続する機能を有する。 

高圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備として 1 個設置する。 

 

1． 容量 

高圧代替注水系ポンプの容量は，原子炉停止 30 分後に注水を確立した場合

に炉心損傷を防止するために必要な流量 114m3/h 以上とし，同じく高圧注水系

である原子炉隔離時冷却系注水流量の 182m3/h 以上とし，公称値は 182m3/h と

する。 

 

2． 全揚程 

高圧代替注水系は，発電用原子炉と水源の差圧が 8.12MPa のときに原子炉

圧力容器に 182m3/h 以上の注水ができるように設計する。 

① 原子炉圧力容器と復水貯蔵槽の圧力差  

② 静水頭                

③ 配管・機器圧力損失          

④ ①～③の合計             

 

上記を考慮し，高圧代替注水系ポンプの全揚程は，原子炉隔離時冷却系ポ

ンプに合わせて 900m 以上とし，公称値は 958m とする。 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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3． 最高使用圧力 

(1) ポンプ吸込側 

ポンプ吸込側の最高使用圧力は，接続する高圧炉心注水系配管の最高使

用圧力に合わせ，1.37MPa とする。 

 

(2) ポンプ吐出側 

ポンプ吐出側の最高使用圧力は，下記を考慮する。 

① 復水貯蔵槽の圧力：  

② 静水頭     ：  

③ 締切り揚程   ：  

④ ①～③の合計  ：  

 

ポンプ吐出側の最高使用圧力は，④を上回る値とし，原子炉隔離時冷却

系ポンプ吐出側配管と合わせて 11.8MPa とする。 

 

 

4． 最高使用温度 

最高使用温度は，接続する高圧炉心注水系配管の最高使用温度 66℃以上

とし，原子炉隔離時冷却系ポンプ入口配管に合わせ，77℃とする。 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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その他設備 
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設備概要（自主対策設備を含む） 

以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための

設計基準対処設備，並びにその機能を代替可能な重大事故等対処設備，自主対策

設備の設備概要を示す。 

 

(1) 高圧代替注水系【重大事故等対処設備】 

高圧代替注水系(HPAC)の系統概要を 45-4，単線結線図を 45-2 に示す。高圧

代替注水系は，設計基準事故対処設備である高圧炉心注水系及び原子炉隔離時

冷却系が機能喪失した場合でも，高圧状態の原子炉圧力容器に注水できる設計

とする。高圧代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプ，配管・弁類及び計測制

御装置からなる。蒸気供給ラインは，原子炉隔離時冷却系蒸気供給ラインから

分岐し，排気ラインは，原子炉隔離時冷却系排気ラインに合流する。ポンプ吸

込ラインは，高圧炉心注水系ポンプ吸込ラインから分岐し，ポンプ吐出ライン

は，6 号炉においては給水系注水ライン，7 号炉においては残留熱除去系注水ラ

インに合流する。 

また，高圧代替注水系は高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系と位置的分

散を考慮し，お互いに異なった設置場所にポンプ，電源を設置する。 

 

高圧代替注水系は，全交流動力電源喪失，常設直流電源喪失した場合でも，

常設代替直流電源設備からの給電，又は，現場での手動操作により，原子炉冷

却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却

対策の準備が整うまでの期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計

とする。さらに，設置許可基準規則第 57 条への適合のため，常設代替直流電源

設備が喪失した場合でも，可搬型直流電源設備からの給電により，原子炉冷却

材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対

策の準備が整うまでの期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計と

する。 

なお，電源設備については，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対

する設計方針を示す章）」，現場手動操作については，「実用発電用原子炉に係る

発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施する

ために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況について（個別手順）

の 1.2 に示す。 

 

また，高圧代替注水系ポンプの構造概要を図 1 に示す。高圧代替注水系ポン

プはタービン及びポンプが1つのケーシングに収まる一体型ケーシング構造で

あり，軸封部のない設計である。よって，原子炉隔離時冷却系と比較しグラン
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ドシール装置が不要となり，必要電源容量が少ない。また，高圧代替注水系ポ

ンプは電源不要の機械式ガバナを用いることにより，ポンプ吐出のベンチュリ

圧力差により圧力ガバナピストンが動作し，リンク機構を通じて蒸気加減弁を

調整し，ポンプ流量を制御する設計となっている。また，軸受箱に流入する水

により軸受が自滑水で潤滑する方式であるため，潤滑油装置も不要な設計とな

っている。以上のことから，高圧代替注水系ポンプは系統の弁操作のみで起動

停止可能であり，起動時に高圧代替注水系注入弁を開操作した後は，高圧代替

注水系タービン止め弁の開閉操作でポンプ起動停止操作が可能な設計となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 高圧代替注水系ポンプ 構造概要 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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＜高圧代替注水系ポンプの動翼構造について＞ 

高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンは，単段式のタービンであり，タービ

ン翼は一体鍛造品の円板から放電加工により翼型を削り出す方法で製造されて

いるものを適用することで，タービンが破損により飛散することがない設計と

する。図 2 にタービン構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンの構造 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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(2) 原子炉隔離時冷却系【重大事故等対処設備（設計基準拡張）】 

原子炉隔離時冷却系(RCIC)の設備概要を図 3 に示す。原子炉隔離時冷却系は，

非常用炉心冷却系の１つであり，設計基準事故対処設備として既に設置済みの

設備であるが，想定される重大事故時等においてその機能を期待するため，重

大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。蒸気駆動タービン，タービ

ン駆動ポンプ，配管・弁類，ストレーナ及び計測制御装置からなり，主蒸気管

からの主蒸気を用いて蒸気駆動タービンを回し，これを駆動源としたポンプに

より，復水貯蔵槽の水又はサプレッション・チェンバのプール水を給水系等を

経由して原子炉圧力容器へ高圧注水する。 

 

原子炉隔離時冷却系は，現場での手動操作により，起動及び運転継続するこ

とができるよう，必要な設備及び手順を整備する（図 3 参照）。 

なお，現場手動操作については，「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置

者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力に係る審査基準」への適合状況について（個別手順）の 1.2 に示す。 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 原子炉隔離時冷却系 設備概要（現場手動操作） 
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(3) 高圧炉心注水系【重大事故等対処設備（設計基準拡張）】 

高圧炉心注水系(HPCF)の設備概要を図4に示す。高圧炉心注水系は，非常用炉

心冷却系の1つであり，設計基準事故対処設備として既に設置済みの設備である

が，想定される重大事故時等においてその機能を期待するため，重大事故等対

処設備（設計基準拡張）と位置付ける。電動機駆動ポンプ2台，スパージャ，配

管・弁類，ストレーナ及び計測制御装置からなり，復水貯蔵槽の水又はサプレ

ッション・チェンバのプール水を炉心上部に取付けられたスパージャから燃料

集合体上に注水する。 

 

ただし，自主対策として，全交流動力電源喪失時，原子炉隔離時冷却系及び

高圧代替注水系が機能喪失した場合，常設代替交流電源設備により高圧炉心注

水系の電源を復旧し，高圧炉心注水系ポンプを無冷却水の状態で短時間起動し，

原子炉圧力容器へ注水を実施する手順（高圧炉心注水系緊急注水）を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 高圧炉心注水系 設備概要 

（柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の例） 
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(4) ほう酸水注入系による進展抑制【技術的能力審査基準要求】 

ほう酸水注入系(SLC)の設備概要を図5に示す。ほう酸水注入系は，万一，制

御棒挿入が失敗した場合に，反応度を制御するために十分な量のほう酸水をほ

う酸水注入系ポンプにより加圧し，高圧炉心注水スパージャから原子炉圧力容

器へ注入することで，発電用原子炉を未臨界に移行させる。ポンプ吐出圧力約

8.4MPaであるため，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっても，原

子炉圧力容器への注水が可能である。 

また，重大事故等時には，ATWS緩和設備として用いるほか，高圧炉心注水系，

原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉圧力容器への高圧注水に

より原子炉水位が維持できない場合に，ほう酸水注入系を重大事故等の進展抑

制のために使用する。 

なお，ATWS緩和設備については，「3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未

臨界にするための設備（設置許可基準規則第44条に対する設計方針を示す章）」

にて記載する。 

RCCV

ＲＰＶ

S/C

SLCﾎﾟﾝﾌﾟ(B)

ＭＵＷＰ

MO

MO

SLCﾎﾟﾝﾌﾟ(A)

MO

MO

NO

MO

HPCF(B)系

ＳＬＣ
テストタンク

ＳＬＣ
タンク

 

 

 

図 5 ほう酸水注入系 設備概要 

（柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の例） 
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(5) ほう酸水注入系による進展抑制（発電用原子炉へ注水を継続させる場合） 

【自主対策】 

 

ほう酸水注入系（発電用原子炉へ注水を継続させる場合）の設備概要を図6

に示す。(4) ほう酸水注入系による進展抑制に加えて，純水補給水系（水源は

純水タンク）の水をほう酸水注入系ポンプにより加圧し，原子炉圧力容器へ注

水を継続する。また，仮設ホースを用いて接続することで復水補給水系（水源

は復水貯蔵槽）又は消火系（水源はろ過水タンク）の水をほう酸水注入系ポン

プにより加圧し，原子炉圧力容器へ注水を継続する。 

 

D/W

ＲＰＶ

RCCV

S/C

SLCﾎﾟﾝﾌﾟ(B)

ＭＵＷＰ

MO

MO
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ＳＬＣ
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図 6 ほう酸水注入系ポンプによる原子炉圧力容器への注水 設備概要 

（柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の例） 

 

 

 



45-7-8 

(6) 制御棒駆動系による進展抑制【自主対策】 

制御棒駆動系の設備概要を図 7 に示す。制御棒駆動系は通常，復水脱塩装置

出口又は復水貯蔵槽(CSP)の水を制御棒駆動水ポンプ(CRD ポンプ)により加圧

し，水圧制御ユニット(HCU)のアキュムレータ充てん水，及び制御棒駆動機構の

パージ水として供給する。通常運転時のポンプ吐出圧力約 15.3MPa であるため，

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっても，原子炉圧力容器への注

水が可能である。 

重大事故等時に使用可能である場合は，復水貯蔵槽の水を制御棒駆動機構の

パージラインを通じて原子炉圧力容器へ注水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 制御棒駆動水系ポンプによる原子炉圧力容器への注水 設備概要 

（柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の例） 

 

 

(7) 直流給電車接続による原子炉隔離時冷却系の機能回復【自主対策】 

原子炉隔離時冷却系(RCIC)の設備概要を図 3 に示す。原子炉隔離時冷却系の

運転には本来，制御装置及び電動弁操作用の電源が必要であるが，全交流動力

電源喪失，常設直流電源喪失した場合でも，原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの

期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継続することができるよう，自主対策と

して，直流給電車接続による原子炉隔離時冷却系の機能回復を整備する。（図

8,9 参照）。 
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45-7-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 6 号炉 原子炉隔離時冷却系 単線結線図（直流給電車による給電） 
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図 9 7 号炉 原子炉隔離時冷却系 単線結線図（直流給電車による給電）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45-8 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁（HO 弁）に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-8-1 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁の動作原理 

 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁は，制御装置からの開度指令信号を受けて，油

圧制御により開度調整され，原子炉圧力，タービン入口蒸気圧力に関わりなく，

ポンプ流量が所定の流量となるようにタービン回転数を制御する役割を担う。 

蒸気加減弁廻り制御油系の系統概要を下図に示す。蒸気加減弁の弁棒がレバー

リンク機構を介して，油圧式アクチュエータに接続されており，開度指令信号が

電油変換器を介して油圧式アクチュエータを動作させることで，蒸気加減弁を開

閉動作させる。 

 

電油変換器

開度指令信号

制御油
フィルタ

制御油供給

アクチュエータ

蒸気入口

タービン

蒸気加減弁（ＣＶ）

弁棒

バネ

油タンクへ

開度信号

レバーリンク

差動ﾄﾗﾝｽ

ポンプ

主油ポンプ
（タービン駆動）

タービントリップ弁

タービン止め弁

主蒸気配管より

油タンクより

S/CまたはCSPより

原子炉圧力容器へ

 

図 1 原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁廻り制御油系 系統概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-8-2 

蒸気加減弁の電源喪失時の挙動 

 

油圧式アクチュエータの作動油はタービン軸直結の主油ポンプから供給される

ため，電源喪失した場合においても油圧が切れることはない。なお，タービンが

回転しておらず，油圧がかかっていない場合には弁棒に取り付けられたバネによ

り，蒸気加減弁は全開状態となる。また，電油変換器内にもバネが内蔵されてお

り，開度指令信号断の場合，蒸気加減弁の開方向に油圧がかかる構造となってい

る。 

したがって，電源喪失時，蒸気加減弁は全開状態となり，蒸気加減弁によるタ

ービン回転数の制御は不可能となる。このため，原子炉隔離時冷却系の現場手動

起動操作では，可搬型回転計にてタービン回転数を確認する。また，運転継続操

作においては，原子炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁を調整開とすることで，

タービン回転数の調整を行うこととする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45-9 

各号炉の弁名称及び弁番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45-9-1 

条文適合性資料本文中の機器名称覧に記載の弁名称については，説明資料の構

成上，略称等が用いられている場合がある。これらの記載名称と各号炉に設置さ

れている弁の正式名称及び弁番号の関係について，表１のとおり整理する。 

 

 

7
号

炉
 

機
器

番
号

 

E
6
1
 

-
M
O
-
F
0
0
4
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
6
5
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
3
4
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
0
4
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
3
7
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
1
2
 

E
5
1
 

-
F
6
5
2
 

E
5
1
 

-
F
6
5
3
 

E
5
1
 

-
F
6
5
5
 

機
器

名
称

 

高
圧

代
替

注
水

系
 

注
入

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

高
圧

代
替

注
水

系
タ

ー
ビ

ン
止

め
弁

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

過
酷

事
故

時
蒸

気
止

め
弁

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

注
入

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

タ
ー

ビ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

冷
却

水
ラ

イ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

真
空

タ
ン

ク
ド

レ
ン

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

真
空

タ
ン

ク
水

位
検

出
配

管
ド

レ
ン

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

セ
パ

レ
ー

タ
ド

レ
ン

弁
 

6
号

炉
 

機
器

番
号

 

E
6
1
 

-
M
O
-
F
0
0
3
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
8
0
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
7
1
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
0
4
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
3
7
 

E
5
1
 

-
M
O
-
F
0
1
2
 

E
5
1
 

-
F
5
1
1
 

E
5
1
 

-
F
5
1
8
 

E
5
1
 

-
F
5
1
9
 

機
器

名
称

 

高
圧

代
替

注
水

系
 

注
入

弁
 

高
圧

代
替

注
水

系
 

タ
ー

ビ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

重
大

事
故

時
蒸

気
止

め
弁

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

注
入

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

タ
ー

ビ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

冷
却

水
ラ

イ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

潤
滑

油
冷

却
器

出
口

ド
レ

ン
弁

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

真
空

タ
ン

ク
ド

レ
ン

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

真
空

ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
吐

出
ｾ
ﾊ
ﾟ
ﾚ
ｰ
ﾀ
ﾄ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
弁

 

統
一

名
称

 

高
圧

代
替

注
水

系
 

注
入

弁
 

高
圧

代
替

注
水

系
 

タ
ー

ビ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

過
酷

事
故

時
蒸

気
止

め
弁

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

注
入

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

タ
ー

ビ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

冷
却

水
ラ

イ
ン

止
め

弁
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
 

そ
の

他
ド

レ
ン

弁
 

 

表
１

 
各

号
炉

の
弁

名
称

及
び

弁
番

号
 



 

46 条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 
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SA 設備基準適合性 一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



46-1-1 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 逃がし安全弁 
類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉格納容器内設備 Ａ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

２

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図 

第

３

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
弁(安全弁) Ｂ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外部

人為事象、溢水、火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 46-2 単線結線図，46-3 配置図，46-4 系統図 

 



46-1-2 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 
代替自動減圧ロジック 

（代替自動減圧機能） 

類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備及びその他建屋内設備 Ｂ，Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

2

号 

操作性 （操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａｅ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 
46-3 配置図,46-11 代替自動減圧機能について, 

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について 

第

6

号 

設置場所 （操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象外(サポート系なし) 対象外 

関連資料 46-3 配置図,46-11 代替自動減圧機能について 

 

 

  



46-1-3 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 自動減圧系の起動阻止スイッチ 
類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 
46-3 配置図,46-11 代替自動減圧機能について 

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象外(サポート系なし) 対象外 

関連資料 46-3 配置図,46-11 代替自動減圧機能について 

 

 



46-1-4 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 
類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

2

号 

操作性 現場操作－接続作業 Ｂｇ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
その他の電源設備 Ｉ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 46-4 系統図，46-7 接続図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図 

第 3項 

第

1

号 

可搬 SA の容量 負荷に直接接続する可搬型設備 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第

2

号 

可搬 SA の接続性 ボルト・ネジ接続 Ａ 

関連資料 46-4 系統図，46-7 接続図 

第

3

号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

4

号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

5

号 

保管場所 屋内(共通要因の考慮対象設備なし) Ａｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第

6

号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 46-9 アクセスルート図 

第

7

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外部

人為 

事象、溢水、火災 

防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象外(サポート系なし) 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-8 保管場所図 



46-1-5 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備 
AM 用切替装置（SRV） 

類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
その他の電源設備 Ｉ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 46-4 系統図，46-7 接続図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象外(サポート系なし) 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

 

 

 

 

 

 



46-1-6 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 
アキュムレータ 

（逃がし弁機能用，自動減圧機能用） 

類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉格納容器内設備 Ａ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図 

第

２

号 

操作性 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

３

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
容器(タンク類) Ｃ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外部

人為事象、溢水、火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 



46-1-7 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 高圧窒素ガスボンベ 
類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 

第

2

号 

操作性 工具，設備の運搬，設置，弁操作，接続作業 
Ｂｂ，Ｂｃ，

Ｂｆ，Ｂｇ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
容器(タンク類) Ｃ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 46-4 系統図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第 3項 

第

1

号 

可搬 SA の容量 負荷に直接接続する可搬型設備 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第

2

号 

可搬 SA の接続性 専用の接続 Ｄ 

関連資料 46-7 接続図 

第

3

号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

4

号 

設置場所 
（放射線量の高くなるおそれの少ない場所を

選定） 
－ 

関連資料 46-7 接続図 

第

5

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備あり） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図，46-8 保管場所図 

第

6

号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 46-9 アクセスルート図 

第

7

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外部人為 

事象、溢水、火災 
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系要因 － 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 



46-1-8 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備 
原子炉建屋ブローアウトパネル 

類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

原子炉建屋原子炉区域内設備 

屋外設備 
Ｂ，Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない）  

関連資料 46-3 配置図 

第

２

号 

操作性 （操作不要） 対象外 

関連資料 46-3 配置図 

第

３

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
その他 Ｍ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第

４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 （操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外

部人為事象、溢水、火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

 



46-1-9 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 46 条：原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備 

高圧炉心注水系注入隔離弁 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第 43 条 

第 1項 

第

1

号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
－ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

２

号 

操作性 現場操作 Ｂｆ 

関連資料 － 

第

３

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
弁(手動弁)(電動弁)(空気作動弁)(安全弁) Ｂ 

関連資料 － 

第

４

号 

切り替え性 当該弁の使用にあたり切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 － 

第 2項 

第

1

号 

常設 SA の容量 流路，その他設備 対象外 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、外

部人為事象、溢水、火災 
（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象外(サポート系なし) 対象外 

関連資料 － 
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図 1 6 号炉 直流電源単線結線図 
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46-2-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 7 号炉 直流電源単線結線図 
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図 3 6 号炉 代替自動減圧機能の電源概要図 
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図 4 7 号炉 代替自動減圧機能の電源概要図
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図 1 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地下 3階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 原子炉蒸気系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地上 2階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 5 高圧窒素ガス供給系に係る機器 

（高圧窒素ガスボンベラック）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 4階） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 6 高圧窒素ガス供給系に係る機器（弁）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 7 原子炉蒸気系に係る機器（逃がし安全弁）の配置図 

（6号炉 原子炉格納容器内） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 8 原子炉蒸気系に係る機器（アキュムレータ）の配置図 

（6号炉 原子炉格納容器内） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 9 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 10 常設直流電源系統の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 11 常設直流電源系統の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地下中 2階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 12 常設直流電源系統の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地下 1階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 13 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 14 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地下 3階） 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 15 原子炉蒸気系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地上 2階） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 16 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 4階） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 17 高圧窒素ガス供給系に係る機器 

（高圧窒素ガスボンベラック）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 18 高圧窒素ガス供給系に係る機器（弁）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 4階） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 19 原子炉蒸気系に係る機器（逃がし安全弁）の配置図 

（7号炉 原子炉格納容器内） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 20 原子炉蒸気系に係る機器（アキュムレータ）の配置図 

（7号炉 原子炉格納容器内） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 21 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 22 常設直流電源系統の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 23 常設直流電源系統の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地下中 2階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 24 常設直流電源系統の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地下 1階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 25 代替自動減圧機能（ロジック機能）の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地上 2階） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 26 AM 用切替装置の配置図 

（6／7号炉 コントロール建屋地上 2階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 27 原子炉建屋ブローアウトパネルの配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 1,2,4 階） 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 28 原子炉建屋ブローアウトパネルの配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 1,2,4 階） 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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 図 1 代替自動減圧機能の概略回路構成 
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図2 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 概要図 
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図 4 高圧窒素ガス供給系系統概要図（6号炉） 
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【重大事故等対処設備】

 
 

図 6 原子炉建屋ブローアウトパネルの概略系統図 

（インターフェイスシステム LOCA 発生時） 
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図 1 逃がし安全弁 構造図 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 逃がし安全弁・安全弁機能検査系統図 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 逃がし安全弁 構造図 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 逃がし安全弁・安全弁機能検査系統図

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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代替自動減圧機能の試験・検査 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 代替自動減圧機能の試験及び検査 
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代替自動減圧機能の試験に対する考え方について 

 

1. 概要 

重大事故等対処設備の試験・検査については，第四十三条（重大事故等対処設備）

第1項第3号に要求されており，解釈には，第十二条（安全施設）第4項の解釈に準

ずるものと規定されている。 

このうち，代替自動減圧機能については，逃がし安全弁の作動信号を発信する設

備であり，運転中に試験又は検査を実施する場合には，誤操作等によりプラントに

外乱を与える可能性があり，かつ，試験中又は検査中は機能自体が維持できない状

態となるため，発電用原子炉の停止中（定期検査時）に試験を行う設計とする。 

 

2. 第十二条第4項の要求に対する適合性の整理 

第十二条第4項の要求 

「安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，その安全機能の重要度に応

じ，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるものでなければなら

ない。」 

 

表1 第十二条第4項の解釈の要求事項 
第十二

条解釈 
要求事項 適合性の整理 

7 

第4項に規定する「発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができる」とは，実系統を用いた試

験又は検査が不適当な場合には，試験用のバイパス

系を用いること等を許容することを意味する。 

使用前検査及び停止中（定期検査時）は，

実系統を用いた試験又は検査を実施す

る。 

8－一 

発電用原子炉の運転中に待機状態にある安全施設

は，運転中に定期的に試験又は検査ができること。 

ただし，運転中の試験又は検査によって発電用原子

炉の運転に大きな影響を及ぼす場合は，この限りで

ない。また，多重性又は多様性を備えた系統及び機

器にあっては，各々が独立して試験又は検査ができ

ること。 

代替自動減圧機能は，原子炉減圧信号を

発信するため，誤操作等によりプラント

に外乱を与える可能性があるため，停止

中（定期検査時）に試験を行う設計とす

る。 

8－二 

運転中における安全保護系の各チャンネルの機能確

認試験にあっては，その実施中においても，その機

能自体が維持されていると同時に，原子炉停止系及

び非常用炉心冷却系等の不必要な動作が発生しない

こと。 

代替自動減圧機能は，多重性を有してい

ないため，運転中に試験を実施すると，

その間は，機能自体が維持されない。 

また，運転中に試験又は検査を行わない

ため，原子炉緊急停止系及び非常用炉心

冷却系等の不必要な動作は発生しない。 

8－三 

発電用原子炉の停止中に定期的に行う試験又は検査

は，原子炉等規制法及び技術基準規則に規定される

試験又は検査を含む。 

停止中（定期検査時）に，定期事業者検

査にて試験又は検査を実施する。 

9 

第4項について，下表の左欄に掲げる施設に対しては

右欄に示す要求事項を満たさなければならない。 

「安全保護系」 

原則として原子炉の運転中に，定期的に試験ができ

るとともに，その健全性及び多重性の維持を確認す

るため，各チャンネルが独立に試験できる設計であ

ること。 

代替自動減圧機能は，重大事故等対処設

備であることから，多重性を有しておら

ず，設計基準事故対処設備である自動減

圧系のような対応はできない。 
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3. 代替自動減圧機能の試験間隔の検討 

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，設計

基準事故対処設備の発電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に期待される

設備である。代替自動減圧機能に関する信頼性評価においては，試験頻度を定期検

査ごととして評価し，自動減圧系による減圧機能が喪失し，かつ代替自動減圧機能

の故障により減圧機能が動作しない状態が発生する頻度＊は,                        

                           と十分に低いことを

確認しており，定期検査ごとの試験頻度としても信頼性は十分確保できる。 

 

＊46-12 参考資料参照 

 

以上のことから，代替自動減圧機能は，停止中（定期検査時）に試験を実施する

ことをもって対応するものとする。 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 6 AM 用切替装置（SRV）の試験及び検査（6号炉） 
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図 7 AM 用切替装置（SRV）の試験及び検査（7号炉） 
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図 8 逃がし安全弁用可搬型蓄電池構造図 

 

電圧確認が可能である。 
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図 9 高圧窒素ガス供給系の試験及び検査（6号炉） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 10 高圧窒素ガス供給系の試験及び検査（7号炉） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 11 ブローアウトパネルの試験及び検査 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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容量設定根拠 
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・逃がし安全弁 

 

 

 

 

名   称 逃がし安全弁 

吹出量 t/h/個 【設定根拠】記載 表 1参照 

【設 定 根 拠】 

 逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を防止するた

め，原子炉格納容器内の主蒸気管に取付けられ，サプレッション・チェンバのプー

ル水中に蒸気を放出する。 

 

 逃がし安全弁は，平衡型ばね安全弁（アクチュエータ付）で，以下の機能を有す

る。 

・逃がし弁機能 

   原子炉圧力高の信号により，アクチュエータのピストンを駆動して強制的に

開放する。 

 

 逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量を表 1に示す。 
 

表 1 逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量 

機能 
個数 

（個） 

吹出量 

((t/h)/個) 

逃がし 

弁機能 

1 363 

1 367 

4 370 

4 373 

4 377 

4 380 

 

 逃がし安全弁は設計基準事故対処設備としての安全機能を兼ね備えた設備であ

り，設計基準事故対処設備としての吹出量は表 1のとおりであり，本容量は，逃が

し安全弁を必要とする事故シーケンスにて，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す

るために必要となる容量と同等であることを確認している。 

  

以上のことから，重大事故等対処設備として使用する逃がし安全弁の吹出量は，

設計基準事故対処設備としての吹出量と同仕様とする。 
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・逃がし安全弁機能用アキュムレータ 

 

名   称 逃がし弁機能用アキュムレータ 

容量 L/個   以上(注 1），(15(注 2)) 

最高使用圧力 MPa[gage] 1.77 

最高使用温度 

 

℃ 171 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

逃がし弁機能用アキュムレータは，逃がし安全弁が逃がし弁機能により，原子炉

冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるために必要な駆動用窒素を供給

する。 

 

1. 容量 

逃がし弁機能用アキュムレータからシリンダへの作動ガスは断熱変化（PVk＝一

定）を仮定し，逃がし安全弁全開時のアキュムレータ圧力がシリンダ圧力に対して

臨界圧力以上となるようアキュムレータ容量を決定する。 

 

弁作動前のアキュムレータ容積 Va を Va1、Va2 に分割して考える。（Va1 は弁作動後

もアキュムレータに残る作動ガスの体積、Va2は弁作動後シリンダ側へ移る作動ガス

の体積） 

逃がし弁機能作動前のアキュムレータ圧力を Pa0，作動後のアキュムレータ圧力を

Pa1，シリンダ内圧力を Pc（＝駆動シリンダ内必要最低圧力），逃がし安全弁全開時

のシリンダ容量を Vcとすると各値に対して下記関係式が成り立つ。 

 

Va = Va1 + Va2 

Pa0 ･ Va1
K = Pa1 ･ Va

K   ∴ Va1 = (Pa1/Pa0)
1/K ･ Va 

Pa0 ･ Va2
K = Pc   ･ Vc

K   ∴ Va2 = (Pc/Pa0)
1/K ･ Vc 

 

上記の式を整理すると下記式となり，この式を用いて逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ容量を算出する。 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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次に，逃がし弁機能は急速開要求をもつため，アキュムレータからシリンダへの

作動ガスが臨界流で流れるように，作動後の圧力バランスとして次の式を考慮す

る。 

 
 

 

Va：アキュムレータ容量（ℓ） 

Vc：逃がし安全弁全開時シリンダ容量（ℓ）   = 

K ： 断熱指数                             =1.433 

（保守的に 0℃，1.5MPa を考慮） 

Pc：逃がし安全弁全開保持に必要なシリンダ内最低圧力（MPa[abs]） 

                                          =  

Pa0：作動前のアキュムレータ最低圧力（MPa[abs]）  

 =1.231 

Pa1：逃がし安全弁全開時のアキュムレータ内圧力（MPa[abs]） 

                                          =  

 

上記から，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの必要容量は下記とな

る。 

 
 

上記から，逃がし安全弁逃がし機能用アキュムレータの容量（要求値）は  ℓ/個

以上とし，公称値は，要求値を上回るものとして 15ℓ/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

逃がし弁機能用アキュムレータの最高使用圧力は，高圧窒素ガス供給系主配

管の最高使用圧力に合わせ 1.77MPa とする。 

 

3. 最高使用温度 

  逃がし弁機能用アキュムレータの最高使用温度は，原子炉格納容器の最高使用

温度に合わせて 171℃とする。 

 

   

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

名   称 自動減圧機能用アキュムレータ 

容量 L/個   以上(注 1），(200(注 2)) 

最高使用圧力 MPa[gage] 1.77 

最高使用温度 

 

℃ 171 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

【設 定 根 拠 】 

自動減圧機能用アキュムレータは，原子炉水位低とドライウェル圧力高の両方の

信号により，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を強制的に開放するために必要な，

駆動用窒素を供給する。18 個の逃がし安全弁のうち 8個に自動減圧機能を持たせる

ため，自動減圧機能用アキュムレータも 8個設置する。 

 

1. 容量 

自動減圧機能用アキュムレータからシリンダへの作動ガスは断熱変化（PVk＝一

定）を仮定し，下記のようにアキュムレータ容量を決定する。 

 弁作動後のアキュムレータ圧力とシリンダ圧力はバランスが取れて等しいとす

る。 

 

Pa0・Va
K＝PC・（Va＋Vc）

K 

上記の式から，必要アキュムレータ容量の算出式が求まる。 

 
Va：アキュムレータ容量（ℓ） 

Vc：逃がし安全弁全開時シリンダ容量（ℓ）   = 

K ： 断熱指数                             =1.433 

（保守的に 0℃，1.5MPa を考慮） 

Pc ：逃がし安全弁全開保持に必要なシリンダ内最低圧力（MPa[abs]） 

                                          =  

Pa0：作動前のアキュムレータ最低圧力（MPa[abs]） 

  =1.231 

 

 上記の式及び値により逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの必要容量

は下記となる。 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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上記から，自動減圧機能用アキュムレータの容量（要求値）は  ℓ/個以上とし，

公称値は要求値を上回るものとして 200ℓ/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

自動減圧機能用アキュムレータの最高使用圧力は，高圧窒素ガス供給系主配

管の最高使用圧力に合わせ 1.77MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

  自動減圧機能用アキュムレータの最高使用温度は，原子炉格納容器の最高使用

温度に合わせて 171℃とする。 

 

  

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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・代替自動減圧機能 

名   称 原 子 炉 水 位 低（レベル 1） 

保護目的／機能 

 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって設計

基準事故対処設備の発電用原子炉の有する減圧機能が喪失

した場合において，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損（炉心の著しい損傷後に発生するものに限る。）を防

止するため，原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系

ポンプ運転状態で逃がし安全弁を作動させる。 

設 定 値 原子炉圧力容器零レベル＊より936㎝以上 

【設定根拠】 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象

では，格納容器圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのた

め，自動減圧系の代替として，発電用原子炉を減圧させるため，残留熱除

去系ポンプ運転中のみ，自動減圧系と同様の原子炉水位低（レベル 1）を

設定する。 

 

注記＊：原子炉圧力容器零レベルは，蒸気乾燥器スカート下端から1224㎝下 

 

＜補足＞ 

・炉心の著しい損傷を防止するためのシステムであることを考慮し，炉心が

露出しないように有効燃料棒上端より高い設定として，原子炉水位低（レ

ベル 1）とする。 

・逃がし安全弁の作動は冷却材の放出となり，その補給に残留熱除去系によ

る注水が必要であることを考慮して，残留熱除去系が自動起動する原子炉

水位低（レベル 1）の設定とする。 

 ＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 1 原子炉水位低（レベル 1）設定値の概要図 
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原子炉水位低（レベル1）設定値
（ADS，SA-ADS）

【７号炉】

936.2cm

946.6cm

941.4cm
セット値
(ADS）

計器誤差(5.2cm)

計器誤差(5.2cm)

セット値
（ADS）

計器誤差(4.9cm)

計器誤差(4.9cm)

946cm

941.1cm

946.6cm

941.4cm

計器誤差(5.2cm)

計器誤差(5.2cm)

ADS ：自動減圧系

SA-ADS ：代替自動減圧機能

セット値 ：実機の計装設備に

セットする値

計器誤差 ：検出器などの計器誤差

に余裕を加算したもの
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・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

名 称 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

個 数 個 2（予備 1)  

容 量 Wh/個 2072 

【設定根拠】 

常設直流電源が喪失した場合，逃がし安全弁（2個）の駆動が可能なように逃が

し安全弁用可搬型蓄電池を設置する。 

 

1．容量 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の容量は，逃がし安全弁を作動させるために必要

な容量を基に設定する。 

逃がし安全弁を動作させるために必要な容量は，直流電源設備に要求している

24 時間の容量とし以下のとおり。 

2
1 P

2
   C 






tP
 

ここで 

0.8DC/DC

24[h]

45[Wh]P

30[Wh])(1P

]Wh[24C

2

1









コンバータ変換効率：

弁への給電時間：逃がし安全弁用電磁

型蓄電池内部消費電力：逃がし安全弁用可搬

の消費電力個弁：逃がし安全弁用電磁

時間での必要容量：



t

 

Wh1845

45
0.8

42230
   C








　　

 

 

以上より，逃がし安全弁用可搬型蓄電池の容量は，1845Wh に対し十分な余裕を

有する 2072Wh とする。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，24 時間にわたり逃がし安全弁（2 個）を連続

開可能な容量を有するものを，6号及び 7 号炉にそれぞれ 1セット 1個使用する。

保有数は 6号，7号炉それぞれで 1セット 1個に，故障時及び保守点検による待機

徐外時のバックアップ用として 1個（6号及び 7号炉共用）を分散して保管する。 
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・高圧窒素ガスボンベ 

 

注1 最高充填圧力を示す。 

名   称 高圧窒素ガスボンベ 

容量 L/個 約 47 

最高使用圧力 MPa[gage] 約 15 注 1 

【設 定 根 拠】 

 高圧窒素ガスボンベは，可搬型重大事故等対処設備として設置する。 

  

 高圧窒素ガスボンベは，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設

計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために設置す

る。 

 

1. 容量 

 高圧窒素ガスボンベの容量は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を 7日間，開

保持するために必要な窒素ガス量を確保している。確保量の根拠は以下のとおり。 

 

1.1 窒素ガス消費量 

 

(1)高圧窒素ガス供給系を重大事故等の供給圧力まで加圧するための消費量 
  

  
   

 






N

KKabsMPaabsMPaabsMPa

KTKTabsMPaPabsMPaPV

KTKTabsMPaPabsMPaPV

pNNLp

pNNpp









　　

　　 ][273/][273)]([1013.0/)]([)]([

][/][)]([/)]([

][/][)]([/)]([S1

 

ここで， 

 
 

 

 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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][273

)]([1013.0

0][273

KT

absMPaP

KT

N

N

p







：標準状態の温度

：大気圧

℃とする）（保守的に温度：窒素ガス供給ライン

 

 

(2) 高圧窒素ガス供給系 1系列 4弁を開動作するための消費量  

   

   
 





N

KKabsMPaabsMPa

KTKTabsMPaPabsMPaPV pNNps

             

][273/][273)]([1013.0/)]([          4         

][/][)]([/)]([NS2







　　

個　　

個

 

ここで，  
 

 

 
 

][273

)]([1013.0

0][273

MPa(abs)       

4N

     

S2

KT

absMPaP

KT

P

SRVV

N

N

N

p

p

s







：標準状態の温度

：大気圧

℃とする）（保守的に温度：窒素ガス供給ライン

設定最大圧力＝：窒素ガス供給ライン

個に必要な弁の台数＝：減圧機能維持のため

シリンダー容量＝：

量：開動作に必要な消費





 

 

(3) 高圧窒素ガス供給系 1系列 4弁を７日間開保持するための消費量 

         

         
 




N

N

N

                

min/hr60hr/day24day74/min/            

min/hr60hr/day24dayDN/min/S3







　　

個個　　

個個

 

ここで， 

 

 
 

 day7D

4N

/min/          

S3

）＝：開保持期間（７日間

個に必要な弁の台数＝：減圧機能維持のため

個たりの系統漏えい量＝：逃がし安全弁１個あ

要な系統漏えい量：開保持するために必





N

N


 

 

以上より，ＳＲＶ４弁を全て７日間、開維持できるガス容量は 

高圧窒素ガス供給系 1系列を 

重大事故等の供給圧力まで加圧するため 

の消費量              ：   [NL] 

高圧窒素ガス供給系 1系列 4 

弁を開動作するための消費量     ：   [NL] 

高圧窒素ガス供給系 1系列 4 

弁を７日間開保持するための消費量  ：    [NL] 

――――――――――――――――――――――――― 

合計：    [NL] 

なお､7 日間の減圧機能維持に必要な SRV 台数は 2 台であるが､保守的に 4 台開保

持を考慮している。 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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1.2 高圧窒素ガスボンベ）による供給量 

 

    
 

   

    
 

   

   個個　　

個個　　

個個

M/          

M/46.7
MPa(abs)   0.1013

MPa(abs)       MPa(abs)        

M/V
MPa(abs)P

MPa(abs)PMPa(abs)P
S

N

21













NL

NL

NLbb

 

ここで 

 

 

 

 
 個：必要ボンベ本数

個：ボンベ容量

：大気圧

：ボンベ交換圧力

：ボンベ初期充填圧力

：ボンベによる供給量

M

NL/46.7V

MPa(abs)  0.1013P

MPa(abs)         P

MPa(abs)           P

][S

b

N

2

1

b









NL

 

 

開保持するために必要な窒素ガス消費量より多い供給量（ bS ）が必要であり， 

 

 







M

M

S

上記の関係式より

b

 

 

よって，必要ボンベ個数は，1基当たり 5 個（約 47L/個）/セットとする。 

 

高圧窒素ガスボンベは，負荷に直接接続する可搬型重大事故等対処設備であるた

め，保有数は 1 基当たり 1 セットに，6 号及び 7 号炉それぞれで故障時のバックア

ップ及び保守点検による待機除外時のバックアップ 5 個以上を加え，保守的に 25

個（予備 20 個）を保有する。 

 

2. 最高使用圧力 

 高圧窒素ガスボンベの最高使用圧力は，ボンベの最高充填圧力である約 15MPa と

する。 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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・高圧窒素ガス供給系 

 

名   称 高圧窒素ガス供給系 

供給圧力 MPa[gage]    以上 

【設 定 根 拠】 

 高圧窒素ガス供給系は，常設重大事故等対処設備として設置する。 

  

 高圧窒素ガス供給系は，原子炉格納容器圧力が上昇した場合，これによる背圧の

影響を受け，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）エアシリンダで発生する作動力が

減少するため，背圧対策として，原子炉格納容器圧力が設計圧力の2 倍（0.62MPa）

となった場合においても逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を問題なく動作させる

ことを考慮し，供給圧力を「   MPa以上」とする。 

 

1. 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の開動作条件 

 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の開条件は次式で表される。 

F
SS

PVS
R

N F
n

FF
FFF

n

F
F 




)( 31
2  …① 

ここに， 

FN：高圧窒素ガス供給系圧力によるピストン押上げ力 

FN = PN × S2  

PN：高圧窒素ガス供給系圧力 

S2：ピストン受圧面積 

S2 =    [mm2] 

FR：原子炉圧力による弁体の揚力 

FR =   [N] 

     ※安全側の仮定として原子炉圧力として大気圧を用いている。 

n：レバー比 

n =  

FS2：シリンダスプリング荷重 

FS2 =      [N] 

FV：可動部重力 

FV =     [N] 

FP：原子炉格納容器圧力によるピストン押下げ力 

FP = PP × S2 

PP：原子炉格納容器圧力（0.62 [MPa]を想定する） 

FS1：弁本体のスプリング荷重 

FS1 =       [N] 

FS3：弁体付きベローズ荷重 

FS3 =       [N] 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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FF：ピストンＯリング摩擦力 

FF =       [N] 

 

上記に基づき評価を行った結果，PN ≧    [MPa] のとき，①式の逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）開条件が成立する。 

したがって，高圧窒素ガス供給系圧力が     [MPa]以上のとき，原子炉格納容器

圧力が最高使用圧力の 2 倍の圧力であっても，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

は開可能である。 

 

 

 

図２ 逃がし安全弁 機構概要図 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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接続図 
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図 1 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続部詳細図（6 号炉） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続部詳細図（7 号炉） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 高圧窒素ガス供給系に係る機器（高圧窒素ガスボンベ） 

の接続部詳細図 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 高圧窒素ガス供給系に係る機器（高圧窒素ガスボンベ） 

の接続部詳細図 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保管場所図 
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図 1 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地上 4階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（6号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地上 4階） 

  

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（7号炉 原子炉建屋地下 1階） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-9 

アクセスルート図 
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図 1 屋内アクセスルート ルート図（1/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 屋内アクセスルート ルート図（2/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 屋内アクセスルート ルート図（3/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 屋内アクセスルート ルート図（4/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 5 屋内アクセスルート ルート図（5/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 



 

 

46-9-6 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 屋内アクセスルート ルート図（6/6） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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その他設備 
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以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための自主対策設備の概要を示す。 

 

 

（1）タービンバイパス弁，タービン制御系 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，復水器真空が維持でき

ている場合に，タービンバイパス弁を開操作することで原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧する。 

 

 

 

図1 タービン制御系 概要図 

 

（2）直流給電車 

 直流給電車は，可搬型代替交流電源設備（電源車）の交流電源を整流することによ

り，直流電源を供給することができ，直流 125V 主母線に接続することで，逃がし安

全弁の機能を回復させて原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

 単線結線図について，補足説明資料 46-2-2,3 に示す。 

 

（3）代替逃がし安全弁駆動装置 

 代替逃がし安全弁駆動装置は，高圧窒素ガス供給系が機能喪失した場合においても，

逃がし安全弁の開操作を可能とし，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行える

よう，窒素ガス供給を行うことができる。 

 本系統は，高圧窒素ガスボンベ，減圧弁等により構成する。また，高圧窒素ガスは，

逃がし安全弁のうち自動減圧機能なしの4個（6号炉においてB21-F001D,E,K,U，7号炉

においてB21-F001D,E,K,U）へ供給される。 

 なお，本系統は，既設の高圧窒素ガス供給系とは別に，高圧窒素ガスボンベを配備

する。 

 本系統は，電磁弁操作を必要とせず，高圧窒素ガス供給系が機能喪失した場合に，
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自動減圧機能なしの4個（6号炉においてB21-F001D,E,K,U，7号炉においてB21-F001D， 

E,K,U）へ，高圧窒素ガスボンベの窒素ガスを減圧し，供給を行う。また，設置する

設備はすべて現場手動操作を行うものとし，電源に依存しないものとする。 
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弁
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弁
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磁
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化
）
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B
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自
動
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能
用
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磁
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（
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ー
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材
：
改
良
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D
M
）

：
仮
設
ホ
ー
ス
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（参考） 

逃がし安全弁の機能 

 

逃がし安全弁は，以下 3つの機能を有する。 

 

a.逃がし弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータのピストンを駆動して強制的

に開放する。18 個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

 

b.安全弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いスプリングに打

ち勝って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷な圧力

変化の場合にも原子炉圧力が最高使用圧力の1.1倍を超えないように設計されている。

18 個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

 

c.自動減圧機能 

 自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉水位低とドライウェル圧

力高の同時信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を強

制的に開放し，LOCA 時等に原子炉圧力を速やかに低下させて，低圧注水系の早期の注

水を促す。18 個の逃がし安全弁のうち，8個がこの機能を有している。 
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図3 逃がし安全弁 設備概要図 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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逃がし安全弁動作時の機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （安全弁機能） 

逃がし弁機能のバックアップとして，蒸気圧力（原子炉圧力）の上昇に伴

いスプリングに打ち勝って自動開放される。

ADS 作動信号 逃がし弁作動信号（原子炉圧力高） 

ADS 機能用電磁弁 

励磁 

（直列－2重化） 

逃がし弁機能用 

電磁弁励磁 

アキュムレータの窒素圧力がシリンダ内のピストンに供給される 

ピストンとピストンロッドが上昇し，レバーが動作する 

安全弁本体のスプリング力に打ち勝ち，弁棒をリフトする 

弁体が蒸気圧力（原子炉圧力）によって持ち上げられる 

（自動減圧機能） （逃がし弁機能） 
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代替自動減圧機能について 
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1. 概要 

本資料は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合である場合，自動減圧系が

有する発電用原子炉の減圧機能喪失（以下「原子炉減圧機能喪失」という。）が発

生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合において，原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧することで，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止

するために必要な設備について説明する。 

 

2. 基本方針 

原子炉減圧機能喪失が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合

において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防止するための設備（以下「代替自動減圧機能」という。）を設置

する。 

 

3. 代替自動減圧機能の設計方針 

代替自動減圧機能の設計方針を以下に示す。 

 

（1）環境条件 

代替自動減圧機能は，中央制御室内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置される

設備であることから，想定される重大事故等時における，中央制御室及び原子炉

建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮する

ことができる設計とする。 

 

（2）操作性 

代替自動減圧機能は，原子炉水位が設定値に達すること及び残留熱除去系ポン

プ運転中で自動的にインターロックが動作する設計としており，操作性に関する

設計上の考慮は不要である。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，中央制御室の制御盤の阻止スイッチ（ハー

ドスイッチ）にて操作が可能な設計とする。中央制御室の阻止スイッチを操作す

るに当たり，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，誤操作防止の

ために銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確

実に操作できる設計とする。 

 

（3）悪影響防止 

代替自動減圧機能は，多重化された自動減圧系と電気的な隔離装置（リレー）

を用いて信号を分離しており，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

（4）耐震性 

代替自動減圧機能は，基準地震動Ssによる地震動に対して，必要な機能を維持

する設計とする。 

 

（5）多様性 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，

格納容器圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，原子炉水

位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転の場合に，減圧自動化ロジックを
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設け，自動減圧系とは多様性を有する設計とする。 

代替自動減圧機能のロジック回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置

的分散を図ることで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因によって同時に機能

を損なわない設計とする。 

代替自動減圧機能は，自動減圧系と共通要因によって同時に機能が損なわれな

いよう，ロジック回路をアナログ回路で構築することで，ロジック回路をディジ

タル回路で構築する自動減圧系に対して多様性を有する設計とする。 
 

4．代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策 

代替自動減圧機能は，共通要因によって自動減圧系と同時に機能が損なわれない

よう以下の措置を講じる設計とする。 

代替自動減圧機能の盤は，難燃ケーブルを使用し，耐震性を有した独立の金属筐

体に収納した自立盤で構成し，火災の発生を防止する設計とする。 

仮に，代替自動減圧機能の盤で火災が発生した場合，複数の感知器で火災を検知

し，二酸化炭素消火器にて運転員により初期消火を行うことから，自動減圧系に対

して内部火災及び内部溢水による悪影響を及ぼさない（なお，中央制御室には溢水

源は存在しないことを確認している）。 

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は図 1のとおりであり，論理回路を自

動減圧系に対して独立した構成としており，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

図 2のとおり検出器（原子炉水位低（レベル 1），残留熱除去系ポンプ吐出圧力高）

からの入力信号については共用しているが，自動減圧系と電気的な隔離装置（リレ

ー）を用いて信号を分離し，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。また，

論理回路からの作動用電磁弁制御信号についても共用しているが，自動減圧系と電

気的な隔離装置（リレー）を用いて信号を分離しており，自動減圧系への悪影響を

及ぼさない設計とする。 

原子炉スクラム失敗時に自動減圧が自動起動すると，高圧炉心注水系及び低圧注

水系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇に繋がるため，自動減圧系の起

動阻止スイッチを用いて，自動起動を阻止する設計とする。自動減圧系の起動阻止

スイッチは，阻止スイッチ（ハードスイッチ）を共用しているが，ハードスイッチ

は単純な構造であり，スイッチ接点以降は分離していることから，自動減圧系に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

また，代替自動減圧機能の論理回路は，他の設備と遮断器又はヒューズによる電

気的な分離をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 
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図 1 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路 

A系と同様

原子炉水位低(ﾚﾍﾞﾙ1) 区分Ⅰ

区分Ⅱ

区分Ⅲ

区分Ⅳ

2/4

ドライウェル圧力高 区分Ⅰ

区分Ⅱ

区分Ⅲ

区分Ⅳ

2/4

残留熱除去系ポンプ吐出圧力高

B

C

C

(WO)

ADS(A)起動信号
リセット

T.D.
29秒

A系ロジック

A系と同様 B系ロジック

高圧炉心注水系ポンプ(B)吐出圧力高

ADS(A)/SA-ADS(A)

KOS

自動起動阻止

阻止

通常

(WO)

B

A

6号炉：H11-P662-1 
7号炉：H11-P662-1

6号炉：H11-P662-2 
7号炉：H11-P662-2

原子炉水位低(ﾚﾍﾞﾙ1)

2/3
T.D.
10分

(WO)

区分Ⅰ

区分Ⅱ

区分Ⅲ

SA-ADS(A)起動
信号リセット

(WO)

B系ロジック

残留熱除去系ポンプ吐出圧力高 A

B

C

ADS(A)/SA-ADS(A)

KOS

自動起動阻止

阻止

通常

A系ロジック

6号炉：H11-P654 
7号炉：H11-P652

6号炉：H11-P654 
7号炉：H11-P653

Ｓ
Ｒ
Ｖ
ア
ク
チ
ュ
エ
ー
タ

逃がし安全弁用電磁弁

逃がし安全弁
（ADS機能付き（8弁））

A, C, F, H

L, N, T, R

：代替自動減圧機能（4弁）

SV-ASV-BSV-C
ND NDND代替自動減圧機能ロジック回路

自動減圧機能ロジック回路
自動起動阻止
キーSW

自動減圧系

通
常

阻
止

通
常

阻
止

通
常

阻
止

代替自動減圧機能

：ADS及びSA-ADSで共有

T.D. ： タイマー

凡例

： 信号阻止

： OR論理

(WO)

： AND論理

： 2 out of 4論理2/4

KOS ： キースイッチ
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隔離装置

隔離装置

隔離装置

自動減圧系

代替自動減圧機能

原子炉水位検出器信号 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

残留熱除去系ポンプ吐出圧力信号

隔離装置

隔離装置

隔離装置

自動減圧系

代替自動減圧機能

A

B

C

Ry

検出器信号

出力信号

隔離装置の概要図

警報設定器

設定値

自動減圧系

代替自動減圧機能

検出器

ロジック回路

逃がし安全弁用電磁弁

RyRy 自動減圧系
起動信号

代替自動減圧機能
起動信号

電磁弁

隔離装置

ヒューズ

ヒューズ

論理回路からの作動用電磁弁制御
信号についても共用しているが，自
動減圧系と電気的な隔離装置（リレ
ー）を用いて信号を分離しており，
自動減圧系への悪影響を与えない
設計とする。

自動減圧系と電気的な隔離装置（リ
レー）を用いて信号を分離し，自動
減圧系への悪影響を与えない設計
とする。

自動減圧系と代替自動減圧機能の
ロジック回路の電源は,それぞれ分
離されており自動減圧系に悪影響
を与えない設計とする（遮断器によ
って分離を実施）。配線用

遮断器

配線用
遮断器

 
 

図 2 信号の分離について 
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図 3 代替自動減圧機能及び ESF 盤の設置場所 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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代替自動減圧機能に関する健全性について 
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1. 設計方針 

（1）設置目的 

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自動

減圧系が有する発電用原子炉の減圧機能喪失（以下「原子炉減圧機能喪失」という。）

が発生するおそれがある場合又は発生した場合に，原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止することを目的とする。 

 

（2）原子炉減圧機能喪失の発生要因 

原子炉減圧機能喪失は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自

動減圧系が有する原子炉減圧機能喪失を想定する。 

 

（3）代替自動減圧機能に要求される機能 

代替自動減圧機能には，発電用原子炉を減圧することが求められており，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」

の第四十六条1（1）a)に従い，以下の機能を設けている。 

・代替自動減圧機能 

原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で，逃がし安全弁を作動させ

る減圧自動化ロジックを設ける。 

 

（4）代替自動減圧機能の作動ロジック 

原子炉減圧機能喪失の要因の一つとして，高圧注水機能が喪失し，原子炉水位の

み低下し，格納容器圧力高が発生しない場合があるため，原子炉水位の低下を検知

することにより代替自動減圧機能を作動させるものとする。 

代替自動減圧機能の作動ロジックとしては，運転中の検出器故障による不動作を

考慮して，残留熱除去系ポンプ運転中における原子炉水位低（レベル1）の 2 out of 

3 論理とする。 

 

（5）代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策 

代替自動減圧機能故障による自動減圧系の誤動作を防止するため，以下の対策を

考慮した設計とする。 

  a． 代替自動減圧機能の内部構成を多重化（検出器信号の多重化）し，単一故障

により誤動作しない設計とする。 

  b． 代替自動減圧機能はロジック成立時に作動信号を励磁出力する設計とし，駆

動源である電源の喪失が生じた場合に誤信号を発信しない設計とする。また，

代替自動減圧機能が電源喪失した場合は，中央制御室に警報を発信すること

から，故障を早期に把握し，復旧対応を行うことが可能である。 

c． 代替自動減圧機能の論理回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置的

分散を図ることで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因故障によって同時

に機能を損なわれない設計とすることで基準に適合させる。 

 

（6）代替自動減圧機能の信頼性評価 

代替自動減圧機能の信頼性評価結果として，プラント稼働性に影響を与えるよう

な誤動作率，及び不動作となる発生頻度を表1に示す。表1より，本設備の誤動作に

よりプラント外乱が発生する頻度及び不動作の発生頻度も十分小さいことから，高
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い信頼性を有している。 

 

なお，誤動作率，不動作の発生頻度の評価の詳細は，参考資料に示す。 

 

表1 代替自動減圧機能の信頼性評価結果 

 代替自動減圧機能 

6号炉 7号炉 

誤動作率  

 不動作の発生頻度 

※1：代替自動減圧機能が誤動作する頻度 

※2：原子炉減圧機能喪失が発生し，かつ代替自動減圧機能が不動作である事象が

発生する頻度 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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2. 設備概要 

（1）機器仕様 

 a. 代替自動減圧機能 

取付箇所：コントロール建屋 T.M.S.L. 17.3m 

設備概要：原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，設計基準事

故対処設備の発電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に，

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，原

子炉水位低（レベル1）及び残留熱除去系ポンプ運転状態で逃が

し安全弁4弁を作動させる。 

代替自動減圧機能の主な機能・設備 

・原子炉水位低（レベル1）及び残留熱除去系ポンプ運転状態による代替

自動減圧信号を発信する回路である。 

 

 b. 代替自動減圧機能作動信号 

作動に要する信号：残留熱除去系ポンプ運転中における 

原子炉水位低（レベル1）の“2 out of 3”信号 

 

設定値： 

原子炉水位低（レベル1）：原子炉圧力容器零レベル＊より936cm以上 

＊原子炉圧力容器零レベルは，蒸気乾燥器スカート下端より1224cm下 

 

作動信号：代替自動減圧信号 

        

作動信号を発信させない条件：自動減圧起動の阻止スイッチ 

 

（2）設定根拠 

代替自動減圧機能作動信号の設定値は以下の事項を考慮して決定する。 

 

原子炉水位低（レベル 1） 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象で

は，格納容器圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，

自動減圧系の代替として，発電用原子炉を減圧させるため，残留熱除去系ポ

ンプ運転中のみ，自動減圧系と同様の原子炉水位低（レベル 1）を設定する。 

 

なお，重大事故時等の有効性評価「高圧注水・減圧機能喪失」において，

上記の設定値（レベル 1）が動作してから 10 分後で逃がし安全弁 4弁が開く

ことで，残留熱除去系を用いた原子炉圧力容器への注水及び除熱を実施する

ことにより，炉心損傷しないことを確認している。 
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（3）設備概要 

a. 設置場所 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 代替自動減圧機能（盤）設置場所 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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b. 回路構成 

（a）自動減圧系と代替自動減圧機能の回路構成概略及び設計上の考慮 

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は，信号回路を自動減圧系に対して

独立した構成としており，自動減圧系に悪影響を与えない設計＊とする。 

 

＊悪影響を与えない設計に関する説明は「46-11 代替自動減圧機能について  

4．代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策」を参照 

 

 

（b）原子炉圧力を減圧する設備の作動信号のタイマー設定根拠 

 

2/3
0 設定値 LSG

動作

不動作

作
動
信
号

ループA

原子炉水位

ループB

ループC

（設定値 10分）

逃がし安全弁
(ADS)

開

原子炉水位低(レベル1)信号

残留熱除去系ポンプ
吐出圧力高  

 

図2 タイマー設定根拠 

 

 

代替自動減圧機能は，自動減圧系が不動作時に期待される機能であるため，不要

な動作を回避する観点から，作動信号の発信に対してタイマーを設置している。 

自動減圧系本来の安全機能と干渉しないように，自動減圧系の原子炉水位低（レ

ベル1）後29秒で成立する減圧信号より遅く起動する必要がある。また，代替自動

減圧機能には，設備誤作動時に発電用原子炉の運転を阻害しないように起動阻止ス

イッチ及びリセット回路を設置している。運転員による起動阻止スイッチ及びリセ

ットの判断操作の時間的余裕を考慮し，設備作動までに10分の時間遅れを設ける。

これより，代替自動減圧機能論理回路タイマー設定値は10分とする。なお，事象発

生から10分後に代替自動減圧機能ロジックによる減圧で低圧注水系により十分な

炉心冷却が可能である。 

 

 

表2 代替自動減圧機能の作動遅れ時間 

 ADS起動遅延 

自動減圧系自動起動信号 29秒※ 

代替自動減圧機能自動起動信号 10分 
※：低圧注水ポンプの確立に要する時間を考慮 
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参考資料 

 

代替自動減圧機能の信頼性評価 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 



 

46-12-8 

 

 

 

図1 誤動作率評価モデル 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 誤動作率評価フォルトツリー 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 アンアベイラビリティ評価モデル 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 アンアベイラビリティ評価フォルトツリー 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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原子炉建屋ブローアウトパネルについて 
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1. はじめに 

原子炉建屋ブローアウトパネルについては，重大事故等発生時に機能を期待するこ

とから，重大事故等対処設備として取り扱うこととした。 

以降，当該設備に期待する機能及び設計方針について説明する。 

 

2. 原子炉建屋ブローアウトパネルに期待する機能 

(1) 開放機能 

重大事故等対策の有効性評価のうち，格納容器バイパス（インターフェイスシス

テム LOCA）においては，原子炉格納容器外かつ原子炉建屋原子炉区域（以下，「原

子炉区域」という。）で低圧設計配管が破断することを想定しているため，原子炉

区域で瞬時に減圧沸騰して大量の水蒸気が発生する。このため，原子炉区域の圧力

が急上昇するが，開放設定圧力である約 4kPa[gage]以下に到達した時点で原子炉

建屋オペレーティングフロアに設置した原子炉建屋ブローアウトパネルが自動的

に開放し，原子炉区域内を減圧する。 

また，開放した原子炉建屋ブローアウトパネルの開口面（全面）を経由して外気

と熱交換が行われることにより原子炉区域内でも人力での操作が可能となる。イン

ターフェイスシステム LOCA 発生時には，基本的には中央制御室で隔離弁を閉操作

するが，万が一中央制御室から操作できない場合には，現場で隔離弁を操作するこ

ととしている。 

なお，原子炉区域内の環境の観点からの本要件は，所定の時間内に原子炉区域内

の圧力及び温度を低下させることが可能であれば，ブローアウトパネル以外の設備

で対応することも考えられる。 

 

(2) 閉じ込め機能 

重大事故等対策の有効性評価のうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）（以下，「大 LOCA シナリオ」という。）においては，中央制御室

の運転員等の被ばく低減のために非常用ガス処理系（以下，「SGTS」という。）によ

って原子炉区域内を負圧に維持するため，原子炉区域のバウンダリの一つである原

子炉建屋ブローアウトパネルについても閉状態を維持し，放射性物質を閉じ込める。 

 

3. 重大事故等対処設備としての原子炉建屋ブローアウトパネルの設計方針 

(1) 設置許可基準規則第 46 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）第 46 条

（インターフェイスシステム LOCA 隔離弁）に関連する『常設耐震重要重大事故防

止設備』として位置付ける。 

このとき，原子炉建屋ブローアウトパネルに要求される機能は 2.(1)に示した開

放機能であるため，以下の 2点を満足する設計とする。 

① 原子炉区域の圧力が上昇した際に開放設定圧力である約 4kPa[gage]以下

で全パネルが確実に開放し，かつ以後も原子炉区域の圧力上昇を抑制する

こと。 

② 圧力上昇によって開放する際には所定の時間内に原子炉区域内での操作が

可能となる圧力及び温度に低下させることが可能となる開口面積を満足す
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ること。 

 

(2) 設置許可基準規則第 59 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは設置許可基準規則第 59 条（被ばく線量の低減）

に関連する『常設重大事故緩和設備』として位置付ける。 

このとき，原子炉建屋ブローアウトパネルに要求される機能は 2.(2)に示した閉

じ込め機能であるため，以下の 2点を満足する設計とする。 

① 原子炉区域の圧力が上昇しない事象においては全パネルが閉状態を維持す

ること。 

② SGTS による負圧維持に期待している期間中に想定する重畳事象に対しても

閉状態を維持できる，または開放状態になったとしても容易かつ確実に再

閉止できること。また，現場にて人力により再閉止することができること。 

 

(3) 設置許可基準規則第 43 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは(1)(2)の通り常設重大事故等対処設備と位置

付けることから，設置許可基準規則第 43 条第 1 項及び第 2 項に適合する設計とす

る。 

 

4. 結論 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，2.(1)(2)に示す機能を満たすよう，3.(1)(2)(3)

で示した設計方針で設計する。 

なお，詳細な設計及び手順等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可

申請の審査時に説明する。 

 

以上 

 

添付：柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 原子炉建屋ブローアウトパネル 

に対する外部事象防護方針について
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添付 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 

原子炉建屋ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針について 

 

1. はじめに 

原子炉建屋ブローアウトパネルについては，通常運転時においても原子炉建屋と一

体となり，原子炉建屋原子炉区域負圧維持のための閉じ込め機能に期待をするととも

に，重大事故等である格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時におけ

る原子炉建屋原子炉区域減圧のための開放機能と，雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（大 LOCA シナリオ）時における原子炉建屋原子炉区域負

圧維持のための閉じ込め機能に期待する重大事故等対処設備として取り扱うことと

した。当該設備に対する外部事象防護方針について以下に示す。 

 

2. 通常運転時における考え方 

設計基準規模の外部事象として，例えば，設計竜巻（最大瞬間風速 92m/s）を想定

した場合，竜巻の気圧差荷重による原子炉建屋ブローアウトパネルの開放が考えられ

るが，原子炉建屋内の安全系等の防護対象施設には影響はない。 

また，竜巻による飛来物に対しては，原子炉建屋ブローアウトパネル内側に，例え

ば竜巻防護ネットを設置する等，建屋開口部からの飛来物の侵入を防止することで，

使用済燃料プール内の燃料等にも影響はない。 

そのため，設計基準規模の竜巻により設計基準事故には至らない。 

 また，第 6条において選定した竜巻以外の外部事象（風（台風），低温（凍結），降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発，有毒ガス，船舶

の衝突，電磁的障害）についても同様に，風（台風）であれば竜巻の影響に包絡され

る，火山（降下火砕物）の影響や積雪等であれば原子炉建屋ブローアウトパネルの閉

じ込め機能には影響しない等により，設計基準規模の外部事象によって設計基準事故

には至らない。 

 

3. 重大事故等発生時における考え方 

(1)考慮すべきシナリオ等の前提の整理 

重大事故等と外部事象の重畳については，以下を念頭に組み合わせを考慮する。 

・重大事故等の発生頻度としては，炉心損傷頻度の性能目標※1,※2である 10-4/炉年 

・重大事故等と外部事象の重畳の判断目安は，航空機落下の判断基準※3,※4や設計 

基準対象施設の耐震設計のスクリーニング基準※5の 10-7/年に保守性をもたせた

10-8/炉年 

また，考慮すべきシナリオは図 1 に示す「①外部事象を起因とした重大事故等が

発生する場合」と「②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合」に分けて整理

する。①は重大事故等対処設備の保管時，②は重大事故等対処設備の機能要求時に

該当することから，その際に考慮すべき外部事象については，地震及び津波に加え

第 43 条第 1項及び第 2項において選定した自然現象 9事象（風（台風），竜巻，低

温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象）及び外部人

為事象 4事象（火災・爆発，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害）とする。 
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※1：  Regulatory Guide 1.174 Rev.1,2002, An Approach for Using Probabilistic Risk Assessment in 

Risk-Informed Decisions on Plant-Specific Changes to the Licensing Basis 

※2： 第 1回 原子力規制委員会（平成 25 年 4月 3日）資料 6-2「放射性物質放出量と発生頻度との関係（概念図）」 

※3： STANDARD REVIEW PLAN 3.5.1.6 AIRCRAFT HAZARDS 

※4： 実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（平成 21・06・25 原院第 1号。平成 21 年 6

月 30 日原子力安全・保安院制定） 

※5： JEAG4601・補-1984「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」 

 

(2)原子炉建屋ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針 

① 外部事象を起因とした重大事故等が発生する場合 

 外部事象を起因とした重大事故等の発生を考慮する場合には，起因事象となる外部

事象の発生頻度と炉心損傷に至る確率を踏まえた上で，原子炉建屋ブローアウトパネ

ルに対する防護方針を検討する必要がある。 

具体的には，地震 PRA においては，地震を起因とした場合の炉心損傷頻度は 5.2×

10-6/年（6 号炉），5.0×10-6/年（7 号炉）としているため，地震起因の重大事故等に

対しては，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能維持に対する考慮が必要となる。 

一方，竜巻等の事象では，2.の通り非常用炉心冷却系等の機器については外殻とな

る建屋に防護されているため，炉心損傷の起因事象としては外部電源喪失が考えられ，

外部電源喪失が考えられる竜巻の年超過発生頻度おおよそ 10-4/年（年超過発生頻度

10-3/年以上の竜巻は最大瞬間風速 10m/s 以下のため）及び外部電源喪失が発生した場

合の条件付炉心損傷確率 7.6×10-8（6 号炉），7.9×10-8（7 号炉）を踏まえると，竜

巻を起因とした場合の炉心損傷頻度は(1)の重大事故等と外部事象の重畳の判断目安

に比べて十分低く，竜巻等の事象を起因とした重大事故等が発生し，原子炉建屋ブロ

ーアウトパネルの機能が必要となる可能性は，十分低いものと考える。 

また，津波や有毒ガス等については，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に直接

影響する事象ではないことも考慮する必要がある。 

以上を踏まえ，外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する原子炉建屋ブロー

アウトパネルの防護方針は表 1を示す通りとする。 

 

 

 

外部事象 
（起因） 

重大事故
等 

重大事故
等 

外部事象 

①外部事象を起因とした重大事故等が発生する場合 ②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合 

図 1 重大事故等と外部事象重畳の考慮すべきシナリオ 

（従属） （独立） 
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表 1 外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する 

原子炉建屋ブローアウトパネル（開放機能・閉じ込め機能※）防護方針 

事 象 防護方針 

自

然

現

象 

 

地震 地震起因の炉心損傷頻度は約 10-6/年であり，地震による原子炉建

屋ブローアウトパネルの開放等が考えられることから，容易かつ

確実に閉止又は地震により開放しない設計とする。 

津波 津波は原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響する事象では

ない。 

風（台風） 風，竜巻，低温（凍結），降水，積雪の年超過発生頻度，及び外部

電源喪失が発生した場合の条件付炉心損傷確率（7.6×10-8（6 号

炉），7.9×10-8（7号炉））を踏まえると，風（台風），竜巻，低温

（凍結），降水，積雪を起因とした場合の炉心損傷頻度は，重大事

故等と外部事象の重畳の判断目安に比べて十分低く，風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積雪による重大事故等が発生し原子炉

建屋ブローアウトパネルの機能が必要となる可能性は十分低い。 

竜巻 

低温（凍結） 

降水 

積雪 

落雷 落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，有毒ガス，船舶の衝

突，電磁的障害は原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響す

る事象ではない。 

地滑り 

火山の影響 

生物学的事

象 

外

部

人

為

事

象 

有毒ガス 

船舶の衝突 

電磁的障害 

火災・爆発 森林火災に対しては，原子炉建屋ブローアウトパネルは，防火帯

内側に設置をしていることから，原子炉建屋ブローアウトパネル

の機能に影響はない。 

また，変圧器等や航空機墜落による火災に対しては，非常用ディ

ーゼル発電機消音器により輻射が遮られる，又は火災源との離隔

があるため，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響はない。 

※：重大事故等発生前の想定であることから，開放機能及び閉じ込め機能の両方が対

象。 

 

② 重大事故等発生後に外部事象が発生する場合 

重大事故等発生後において，外部事象が重畳して発生する場合には，重大事故等の

発生頻度とその後に発生する外部事象の年超過発生頻度を踏まえた上で，原子炉建屋

ブローアウトパネルに対する防護方針を検討する必要がある。 

(1)の重大事故等と外部事象の重畳の判断目安10-8/炉年及び原子炉建屋ブローアウ

トパネルの機能に期待している重大事故等対処設備の有効性評価や被ばく評価にお

いては，重大事故等発生後 7日迄の期間を評価していることを踏まえて，重大事故等

発生後において重畳させる外部事象の規模としては，プラント寿命期間中に発生する

規模の年超過発生頻度 10-2/年を想定し，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能を損

なわない方針とする。 
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表2に重大事故等発生後における外部事象の発生に対する原子炉建屋ブローアウト

パネル防護の考え方を示す。 

重大事故等発生後 7 日以降については，原子炉建屋からの大気中への放射性物質

（Cs-137）の累計の放出量には大きな増加はない。また，上記方針に基づき年超過発

生頻度 10-2/年規模の外部事象に対して，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能は維

持される。 

重大事故等発生後約 60 日以降については，設計基準規模の外部事象を想定し，外

部事象により原子炉建屋ブローアウトパネルの開放や損傷等があった場合でも，現場

作業について外部からの参集要員等に期待することができることから，原子炉建屋ブ

ローアウトパネルの機能を復旧する方針とする。 

なお，地震においては，上記方針に基づき，原子炉冷却材バウンダリや原子炉格納

容器バウンダリを構成する設備等に対し，重大事故等発生後約 3日以降は弾性設計用

地震動 Sd，約 60 日以降は基準地震動 Ss との組み合わせを考慮している。 

 

表 2 重大事故等発生後における外部事象の発生に対する 

原子炉建屋ブローアウトパネル（閉じ込め機能※）防護方針 

事 象 防護方針 

自

然

現

象 

地震 地震荷重による原子炉建屋ブローアウトパネルの開放等が考えられる

ことから，容易かつ確実に閉止又は地震により開放しない設計とする。 

津波 津波は原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響する事象ではな

い。 

風（台風） 年超過発生頻度 10-2/年（最大風速 27.9m/s）の風荷重に対し，原子炉

建屋ブローアウトパネルの機能が喪失しない設計とする。 

飛来物については，竜巻対策による資機材や屋根等の固縛・撤去等，

及び設計飛来物である仮設足場については最大風速 27.9m/s により飛

散しないことを確認し，原子炉建屋ブローアウトパネルが飛来物影響

を受けない設計とする。 

竜巻 年超過発生頻度 10-2/年の最大瞬間風速は 10m/s 以下であり，風（台風）

の影響に包絡され，気圧差による原子炉建屋ブローアウトパネルの開

放はない。なお，竜巻事象の不確実性を踏まえ，年超過発生頻度 10-3/

年を参照した場合においても最大瞬間風速は 10m/s 以下である。 

低温（凍結） 低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象

は原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響する事象ではない。 降水 

積雪 

落雷 

地滑り 

火山の影響 

生物学的事象 

※：インターフェイスシステム LOCA 時の開放機能は事象発生後すぐに期待するもの

であり，以降も開放維持のため対象外。従って，重大事故等発生後においては，

原子炉建屋原子炉区域負圧維持のための閉じ込め機能が対象。 
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（表 2続き） 

事 象 防護方針 

外

部

人

為

事

象 

有毒ガス 有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害は原子炉建屋ブローアウトパネ

ルの機能に影響する事象ではない。 船舶の衝突 

電磁的障害 

火災・爆発 森林火災に対しては，原子炉建屋ブローアウトパネルは，防火帯内

側に設置をしていることから，原子炉建屋ブローアウトパネルの機

能に影響はない。 

また，変圧器等や航空機墜落による火災に対しては，非常用ディー

ゼル発電機消音器により輻射が遮られる，又は火災源との離隔があ

るため，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に影響はない。 

 

4. まとめ 

原子炉建屋ブローアウトパネルの外部事象防護方針については，2.及び 3.に示す通

りとし，詳細設計等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請の審査

時に説明する。 

 

以 上 
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条文適合性資料本文中の機器名称覧に記載の弁名称については，説明資料の構成上，

略称等が用いられている場合がある。これらの記載名称と各号炉に設置されている弁

の正式名称及び弁番号の関係について，下表のとおり整理する。 

 

表 1 機器名称覧に記載の弁名称と，正式名称・弁番号の関係について 

 
統一名称 

6 号炉 7 号炉 

弁名称 弁番号 弁名称 弁番号 

高圧窒素ガス供給系常用窒素ガス供給止め弁 HPIN 常用 N2 供給元弁 P54-MO-F003 HPIN 常用窒素ガス供給止弁 P54-MO-F203 

高圧窒素ガス供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A) HPIN 常用非常用窒素ガス連絡弁(A) P54-MO-F027A HPIN 常用非常用窒素ガス連絡弁(A) P54-MO-012A 

高圧窒素ガス供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(B) HPIN 常用非常用窒素ガス連絡弁(B) P54-MO-F027B HPIN 常用非常用窒素ガス連絡弁(B) P54-MO-012B 

高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(A)供給弁 HPIN 非常用窒素ガス供給元弁(A) P54-MO-F018A HPIN 非常用窒素ガス(A)供給弁 P54-MO-F003A 

高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(B)供給弁 HPIN 非常用窒素ガス供給元弁(B) P54-MO-F018B HPIN 非常用窒素ガス(B)供給弁 P54-MO-F003B 

高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(A) HPIN 窒素ガスボンベラック(A)元弁 P54-F017A HPIN 窒素ガスボンベ出口元弁(A) P54-F002A 

高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(B) HPIN 窒素ガスボンベラック(B)元弁 P54-F017B HPIN 窒素ガスボンベ出口元弁(B) P54-F002B 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(C) HPIN 窒素ガスボンベラック(A)元弁 P54-F017C HPIN 窒素ガスボンベ出口元弁(C) P54-F002C 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(D) HPIN 窒素ガスボンベラック(B)元弁 P54-F017D HPIN 窒素ガスボンベ出口元弁(D) P54-F002D 

高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(A) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016A HPIN 窒素ガスボンベ(A)出口弁 P54-F001A 

高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(B) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016B HPIN 窒素ガスボンベ(B)出口弁 P54-F001B 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(C) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016C HPIN 窒素ガスボンベ(C)出口弁 P54-F001C 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(D) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016D HPIN 窒素ガスボンベ(D)出口弁 P54-F001D 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(E) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016E HPIN 窒素ガスボンベ(E)出口弁 P54-F001E 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(F) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016F HPIN 窒素ガスボンベ(F)出口弁 P54-F001F 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(G) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016G HPIN 窒素ガスボンベ(G)出口弁 P54-F001G 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(H) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016H HPIN 窒素ガスボンベ(H)出口弁 P54-F001H 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(J) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016J HPIN 窒素ガスボンベ(J)出口弁 P54-F001J 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(K) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016K HPIN 窒素ガスボンベ(K)出口弁 P54-F001K 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(L) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016L HPIN 窒素ガスボンベ(L)出口弁 P54-F001L 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(M) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016M HPIN 窒素ガスボンベ(M)出口弁 P54-F001M 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(N) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016N HPIN 窒素ガスボンベ(N)出口弁 P54-F001N 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(P) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016P HPIN 窒素ガスボンベ(P)出口弁 P54-F001P 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(Q) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016Q HPIN 窒素ガスボンベ(Q)出口弁 P54-F001Q 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(R) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016R HPIN 窒素ガスボンベ(R)出口弁 P54-F001R 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(S) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016S HPIN 窒素ガスボンベ(S)出口弁 P54-F001S 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(T) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016T HPIN 窒素ガスボンベ(T)出口弁 P54-F001T 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(U) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016U HPIN 窒素ガスボンベ(U)出口弁 P54-F001U 
高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(V) HPIN 窒素ガスボンベ付属止め弁 P54-F016V HPIN 窒素ガスボンベ(V)出口弁 P54-F001V 
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柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備 
復水移送ポンプ 

類型化 

区分 

第

43

条 

第 1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂｄ， 

Ｂｆ 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 47-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作が必要 Ａ 

関連資料 47-4 系統図 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 現場操作（遠隔），中央制御室操作 Ａｂ，Ｂ 

関連資料 47-3 配置図 

第 2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 47-6 容量設定根拠 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 47-2 単線結線図，47-3 配置図，47-4 系統図 
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柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

第 47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 
可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 淡水だけでなく海水も使用 Ⅱ 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図，47-8 保管場所図 

第

2

号 

操作性 工具，設備の運搬，設置，操作スイッチ操作，接続作業 
Ｂｂ，Ｂｃ，

Ｂｄ，Ｂｇ 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図，47-7 接続図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 47-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 47-4 系統図 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図，47-5 試験及び検査 

第

6

号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図 

第

3

項 

第

1

号 

可搬 SA の容量 原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 47-6 容量設定根拠 

第

2

号 

可搬 SA の接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 47-7 接続図 

第

3

号 

異なる複数の接続箇所の確保 複数の機能で同時に使用 Ａａ 

関連資料 47-7 接続図 

第

4

号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） － 

関連資料 47-7 接続図 

第

5

号 

保管場所 屋外(共通要因の考慮対象設備あり) Ｂａ 

関連資料 47-8 保管場所図 

第

6

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 47-9 アクセスルート図 

第

7

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、外部

人為事象、溢水、火災 
防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図，47-7 接続図，47-8 保管場所図 



47-1-3 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 



47-1-4 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 



47-1-5 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 47 条：原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

熱交換器 Ｄ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂb 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 
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図 1 単線結線図（6号炉） 

残 留 熱 除 去 系 注 入 弁 （ Ａ ）

残 留 熱 除 去 系

洗 浄 水 弁 （ Ａ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｃ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｂ ）

M
CC
 

6
C-
1
-1

A
M用

MC
C
 6
B

M
CC
 

6
D-
1
-1非

常
用
低
圧

母
線

6D
-1

非
常
用
低
圧

母
線

6C
-1

非
常
用
高
圧
母
線

6D

A
M用

動
力
変
圧
器

D
/G

D
/G

R
/B
 
4F

R
/B
 
B1
F

R
/B
 
3F

R
/B
 
3F

M
CC
 

6
C-
1
-5

M
CC
 

6
D-
1
-5

R
/B
 
3F

R
/B
 
3F

非
常
用
所
内
電
気
設
備

【
区
分
Ⅰ
】

非
常
用
所
内
電
気
設
備

【
区
分
Ⅱ
】

代
替
所
内
電
気
設
備

(
6B
)

(
6A
)

動
力
変
圧
器

動
力
変
圧
器

計 装 設 備

R
/B
 
4F

AM用直流
125V充電器

AM用直流
125V充電器

(
予

備
)

残 留 熱 除 去 系

洗 浄 水 弁 （ Ｂ ）

タ ー ビ ン 建 屋 負 荷 遮 断 弁

R
/B
 
4F

非
常
用
高
圧
母
線

6C

R
/B
 
B1
F

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ａ ）

残 留 熱 除 去 系 注 入 弁 （ Ｂ ）

M
CC
 

6
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1
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A
M用

切
替
盤
6A

残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ （ Ａ ）

A
M用

切
替
盤

6B

残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ （ Ｂ ）

R
/B
 
1F

R
/B
 
1F

収
納

箱

R
/B
 
B1
F

R
/B
 
B1
F

緊
急
用
電
源
切
替
箱

接
続
装
置
6A

緊
急
用
電
源
切
替
箱

接
続
装
置
6B

C
/B
 
2F

緊
急
用
電
源
切
替
箱

断
路
器

常
設
代
替

交
流
電
源
設
備

７
号
炉
タ
ー
ビ
ン

建
屋
南
側

第
一
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

G
TG

緊
急
用

断
路
器

G
TG

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

M
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1
-7
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1
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非
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線
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M
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発
電
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）

R
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原
子
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建
屋

C
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：
コ
ン
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ロ
ー
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建
屋

M
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：
モ
ー
タ
・
コ
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ロ
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ル
・
セ
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【
凡
例
】

：
ガ
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タ
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ビ
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電
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：
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用
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ゼ
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機
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色
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色
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用
系
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Ⅰ
）

緑
色
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用
系
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）
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色
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用
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Ⅲ
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色
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色
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用
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図 2 単線結線図（7号炉）

残 留 熱 除 去 系 注 入 弁 （ Ａ ）

残 留 熱 除 去 系

洗 浄 水 弁 （ Ａ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｃ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｂ ）
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図 1 配置図（6/7 号炉 中央制御室(コントロール建屋地上 2 階)） 
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図 2 配置図（6/7 号炉 廃棄物処理建屋地下 3階） 
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図 3 配置図（6号炉 原子炉建屋地下 3階） 
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図 4 配置図（7号炉 原子炉建屋地下 3階） 
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図 5 配置図（6号炉 タービン建屋地下中 2階） 
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 図 6 配置図（6号炉 原子炉建屋地下 2階） 
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図 7 配置図（7号炉 原子炉建屋地下 2階） 
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図 8 配置図（6号炉 原子炉建屋地上 1階） 
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図 9 配置図（7号炉 原子炉建屋地上 1階） 
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図 10 配置図（6号炉 原子炉建屋地上 3階） 
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図 11 配置図（7号炉 原子炉建屋地上 3階） 
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図 1   低圧代替注水系（常設）系統概要図 

        残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（6号炉） 
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図 2  低圧代替注水系（常設）系統概要図 

        残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（6号炉） 
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図 3   低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 

        残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（6号炉） 
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図 4   低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 

        残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（6号炉） 
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図 5   低圧代替注水系（常設）系統概要図 

        残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（7号炉） 
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図 6   低圧代替注水系（常設）系統概要図 

        残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（7号炉） 
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図 7  低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 

        残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（7号炉） 
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図 8   低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 

        残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（7号炉） 
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・復水移送ポンプを用いた確実な注水について 

 

 

復水移送ポンプを用いた低圧代替注水については，多岐に分岐した復水補給水系を

流路として使用することから，バイパス流を防止する必要がある。低圧代替注水のバ

イパス流を防止するため，低圧代替注水系の主流路からの分岐部については，主流路

から最も近い弁（第一止め弁）で閉止する運用とする。事故時の対応に支障を来たす

等の理由から第一止め弁が閉止できないライン（非常用炉心冷却系ポンプ封水ライン

等）についても，低圧代替注水のバイパス流を防止するため，第一止め弁以降の弁で

閉止されたバウンダリ構成とし，このバウンダリ範囲においては，適切な地震荷重と

の組合せを考慮した上でバウンダリ機能が喪失しない設計とする。 

 

 

以下に，代替循環冷却系の運転時の回り込み防止対策として，復水補給水系弁の閉

止可否検討の結果を示す。本対策は，代替循環冷却系の回り込み防止対策だけでなく，

低圧代替注水系としての回り込み防止対策にもなる。 

 

 

＜代替循環冷却系の運転時の回り込み防止対応について＞ 

 

 

代替循環冷却系を運用する際，サプレッション・チェンバのプール水を水源とす

るため，炉心損傷後は高線量の水が循環することから，周辺エリアの線量が大きく

上昇することが想定される。そのため，代替循環冷却系の運転中及びその後の長期

的な収束のための各機器の復旧作業に悪影響を及ぼす懸念がある。 

代替循環冷却系の流路を構成する既設の復水補給水系配管は，プラント運転時に

様々な供給先（負荷）を持っており，主流路からの分岐が多数ある。これらの分岐

配管は耐震性を有する設計とするとともに，分岐先において閉じた系を構成してい

る（供給先において弁が閉止している）ため，高線量の水が建屋内に溢水すること

や，予期しない他の系統に流入することはない。 

しかし，事故後の長期の復旧作業への影響を考慮すると，可能な限り高線量の水

の流れる範囲を限定することが必要である。そこで，代替循環冷却系の主流路から

の分岐配管については，可能な限りプラント運転時から，主流路から最も近い弁（第

一止め弁）にて常時閉止することを検討し，事故時の対応に支障を来たす等の理由

から第一止め弁の閉止が不可能な場合には代替循環冷却系の運転前に弁の閉操作

を実施することを検討した。 

検討の結果を図 9，図 10，表 1～表 4 に示す。分岐配管のうち，非常用炉心冷却

系等の封水供給配管については，弁の閉止により供給先の系統に悪影響(ウォータ

ーハンマーの発生等)を及ぼす可能性があるので，常時閉止運用とすることは不可

と判断した。また，低圧代替注水系や格納容器下部注水系のように事故対応で使用

する弁についても常時閉止運用とすることは不可と判断した。しかし，それ以外の

供給先（負荷）については，分岐部を閉止することが可能である。このため，これ

らの供給先（負荷）に悪影響を及ぼさない箇所については，通常運転中から弁を閉

止することにより，高線量の水が流入することを防止する措置を講じることとする。 
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 図 9 代替循環冷却系 系統図(6 号炉) 
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 図 10 代替循環冷却系 系統図(7 号炉) 

 

 
枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
事
項
に
属
し
ま
す
の
で
公
開
で
き
ま
せ
ん
。

 



47-4-12 

表 1 代替循環冷却系閉止弁リスト(6号炉) 

※本表の「No.」は，図 1記載の「弁 No.」を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№※ 弁番号 弁名称 対応策 

1 P13-F059 廃スラッジ移送ライン復水元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

2 P13-F056 
原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩装置補給用

等復水元弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

3 P13-F085 
ドライウェル高電導度廃液系サンプ配管

洗浄用等復水元弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

4 P13-F054 原子炉冷却材浄化系逆洗洗浄用復水元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

5 P13-F090 制御棒駆動系補修室等復水元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

6 P13-F023 復水補給水系サンプリング戻り止め弁 プラント運転中から全閉運用とする 

7 P13－F009 復水貯蔵槽常用給水管止め弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

8 P13-MO-F150 タービン建屋負荷遮断弁 系統運転時に遠隔で全閉操作を実施 

9 G51-MO-F009 
サプレッションプール浄化系復水貯蔵槽

側吸込弁 
系統運転時に遠隔で全閉操作を実施 

10 P13-F403 
廃棄物処理建屋復水積算流量計バイパス

弁 
系統運転時に現場で全閉操作を実施 

11 P13-F010 制御棒駆動系復水入口弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

12 P13-F017A 復水移送ポンプ(A)最小流量出口弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

13 P13-F017B 復水移送ポンプ(B)最小流量出口弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

14 P13-F017C 復水移送ポンプ(C)最小流量出口弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

15 E22-F021 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第一元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

16 E22-F022 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第二元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

17 E22-F023 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第三元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 
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表 2 代替循環冷却系閉止不可弁リスト(6号炉) 

 

※本表の「No.」は，図 1記載の「弁 No.」を示す。 

 

 

 

 

 

№※ 弁番号 弁名称 閉止不可理由 

18 P13-F069 消火系連絡弁後弁 
SA 時の可搬型代替注水ポンプによる原子炉圧力容

器への注水時に使用 

19 P13-F081 原子炉隔離時冷却系系統洗浄用等復水元弁 HPAC/RCIC 封水ライン 

20 P13-F058 残留熱除去系(B)系統洗浄用等復水元弁 SA 時の代替格納容器スプレイ冷却系で使用 

21 P13-F057 残留熱除去系(A)（C)系統洗浄用復水元弁 
HPCF(C)封水ライン 

SA 時の格納容器下部注水系で使用 

22 P13-F061 スキマサージタンク（B)積算流量計入口弁 SFP スキマサージタンクへの自動注水補給で使用 

23 G51-F015 
サプレッションプール浄化系復水補給水系

封水弁 
SPCU を用いた SFP 注水，原子炉ウェル注水で使用 

24 P13-F096B 
高圧炉心注水系(B)系統封水用復水減圧オ

リフィス前弁 
HPCF(B)封水ライン 

25 E22-MO-F001B 高圧炉心注水系復水貯蔵槽側吸込弁（B) HPCF(B)吸込みライン（水源） 

26 E22-F030 高圧代替注水系ポンプ吸込弁 HPAC 吸込みライン（水源） 

27 E51-MO-F001 原子炉隔離時冷却系復水貯蔵槽側吸込弁 RCIC 吸込みライン（水源） 

28 E22-MO-F001C 高圧炉心注水系復水貯蔵槽側吸込弁（C) HPCF(C)吸込みライン（水源） 
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表 3 代替循環冷却系閉止弁リスト(7号炉) 

№※ 弁番号 弁名称 対応策 

1 P13-F087 
復水補給水系原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器逆洗水

供給元弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

2 P13-F721 復水補給水系復水移送ポンプ出口復水資料採取元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

4 P13-F105 
復水補給水系蒸気乾燥機気水分離器ピット水張用供

給弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

5 P13-F110 復水補給水系原子炉建屋運転階供給元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

6 P13-F722 復水補給水系復水移送ポンプ入口復水資料採取元弁 プラント運転中から全閉運用とする 

7 P13-MO-F029 タービン建屋負荷遮断弁 系統運転時に遠隔で全閉操作を実施 

8 G51-MO-F010 サプレッションプール浄化系復水貯蔵槽側吸込弁 系統運転時に遠隔で全閉操作を実施 

9 P13-F021 復水補給水系制御棒駆動系駆動水供給元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

10 P13-F008A 復水移送ポンプ(A)ミニマムフロー逆止弁後弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

11 P13-F008B 復水移送ポンプ(B)ミニマムフロー逆止弁後弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

12 P13-F008C 復水移送ポンプ(C)ミニマムフロー逆止弁後弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

13 P13－F001 復水補給水系復水貯蔵槽出口弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

14 E22-F028 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第一元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

15 E22-F029 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第二元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

16 E22-F030 高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第三元弁 系統運転時に現場で全閉操作を実施 

27 P13-F079 
復水補給水系原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器 Yスト

洗浄水供給元弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

28 P13-F075 
復水補給水系原子炉冷却材浄化系逆洗水ポンプ入口

洗浄用供給弁 
プラント運転中から全閉運用とする 

※本表の「No.」は，図 2記載の「弁 No.」を示す。 
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表 4 代替循環冷却系閉止不可弁リスト(7号炉) 

№※ 弁番号 弁名称 閉止不可理由 

3 P13-F077 復水補給水系-075 ライン供給元弁 HPAC 封水ライン 

17 P13-F086 復水補給水系 RO-D032 入口弁 HPCF(C)封水ライン 

18 P13-F093 復水補給水系格納容器冷却ライン元弁 SA 時の格納容器下部注水系で使用 

19 P13-F099 復水補給水系 P13-F091 出口弁 
SA 時の可搬型代替注水ポンプによる原子炉圧力

容器への注水時に使用 

20 P13-F101 復水補給水系-101 ライン供給元弁 SFPスキマサージタンクへの自動注水補給で使用 

21 P13-F083 復水補給水系-077 ライン供給元弁 
SA 時の代替格納容器スプレイ冷却系で使用 

HPCF(B)封水ライン 

22 E22-MO-F001B 高圧炉心注水系復水貯蔵槽側吸込弁（B) HPCF(B)吸込みライン（水源） 

23 E22-F023 
高圧炉心注水系高圧代替注水系冷却水

ライン隔離弁 
HPAC 吸込みライン（水源） 

24 E51-MO-F001 
原子炉隔離時冷却系復水貯蔵槽側吸込

弁 
RCIC 吸込みライン（水源） 

25 E22-MO-F001C 高圧炉心注水系復水貯蔵槽側吸込弁（C) HPCF(C)吸込みライン（水源） 

26 P13-F084 復水補給水系 RO-D030 入口弁 RCIC 封水ライン 

※本表の「No.」は，図 2記載の「弁 No.」を示す。 
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試験及び検査 
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図 1 構造図（復水移送ポンプ） 
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図 2 構造図（可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）） 
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図 3 運転性能検査系統図 

（低圧代替注水系 残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（6号炉）） 
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図 4 運転性能検査系統図 

（低圧代替注水系 残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（6号炉）） 
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図 5 運転性能検査系統図 

（低圧代替注水系 残留熱除去系(B)注入配管からの低圧代替注水（7号炉）） 
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図 6 運転性能検査系統図 

（低圧代替注水系 残留熱除去系(A)注入配管からの低圧代替注水（7号炉）） 
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図 7 運転性能検査系統図（6号及び 7号炉 可搬型代替注水ポンプ(A-2 級)） 
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容量設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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名   称 
復水移送ポンプ 

（低圧代替注水系（常設）） 

容量 m3/h/台 150（注 1）（125（注 2）） 

全揚程 m 
6 号炉:70 以上，7号炉:68 以上（注 1） 

（85（注 2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 1.37 

最高使用温度 ℃ 66 

原動機出力 kW/台 
6 号炉:   以上，7号炉:   以上（注 1） 

（55（注 2）） 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

 

【設 定 根 拠】 

復水移送ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

 

低圧代替注水系（常設）として使用する復水移送ポンプは，原子炉冷却材圧

力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止するために設置する。 

系統構成は，復水貯蔵槽を水源とした復水移送ポンプより，残留熱除去系，

給水系等の配管を経由して，原子炉圧力容器へ注水することにより炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。 

 

なお，重大事故等対処設備の低圧代替注水系（常設）として使用する復水移

送ポンプは，1プラントあたり 3台設置しており，このうち必要台数は最大で

2台であり，1台を予備として確保する。 
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1.容 量 150 m3/h/台（注 1）（125 m3/h/台（注 2）） 

復水移送ポンプを用いて残留熱除去系(B)配管から原子炉圧力容器へ注水す

る場合の容量は，炉心の著しい損傷の防止の重要事故シーケンスのうち，高

圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA 時

注水機能喪失の重要事故シーケンス，及び格納容器破損防止の評価事故シーケ

ンスのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）に

係る有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，復水

移送ポンプ 2台で最大約 300 m3/h であることから，1台あたり約 150m3/h を必

要とする。 

 

また，復水移送ポンプを用いて残留熱除去系(A)配管から原子炉圧力容器へ

注水する場合の容量は，炉心の著しい損傷の防止の重要事故シーケンスのう

ち，全交流動力電源喪失に係る有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添

付書類十）において，事象発生から 24 時間後に使用することから，24 時間後

の崩壊熱相当量（約 90m3/h）を注水すれば冠水を維持することが可能であるこ

とから，重大事故等時における低圧代替注水系（常設）として必要とされる最

大流量としては，復水移送ポンプを用いて残留熱除去系(B)配管から原子炉圧

力容器へ注水する場合であり，1台あたり約 150m3/h とする。 

 

 

2. 揚 程 6 号炉:70m，7 号炉:68m（注 1）（85m（注 2）） 

原子炉圧力容器へ注水する場合の復水移送ポンプの揚程は，原子炉圧力容器

へ注水する場合の水源と注水先の圧力差，静水頭，機器及び配管・弁類圧損を

基に設定する。 
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【6 号炉】 

＜残留熱除去系(B)配管からの低圧代替注水＞ 

・注水先の圧力約 0.1MPa（300m3/h 注水可能な炉圧）の場合 

水源と注水先の圧力差 約    m 

静水頭 約    m 

機器及び配管・弁類圧損 約    m  

―――――――――――――――――――― 

合 計 約 70 m 

 

【7 号炉】 

＜残留熱除去系(B)配管からの低圧代替注水＞ 

・注水先の圧力約 0.1MPa（300m3/h 注水可能な炉圧）の場合 

水源と注水先の圧力差 約     m 

静水頭 約     m 

機器及び配管・弁類圧損 約     m 

―――――――――――――――――――― 

合 計 約  68 m 

 

以上より，原子炉圧力容器に注水する場合の復水移送ポンプの揚程は 6号炉

で 70m，7 号炉で 68m である。 

 

 

3. 最高使用圧力 1.37MPa 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの最高使用圧力は，ポンプ

締切運転時の揚程約    m（約      MPa）に静水頭約    m（約     MPa）を

加えた約      MPa を上回る圧力として 1.37MPa としており，重大事故等時に

低圧代替注水系（常設）として原子炉圧力容器に注水する場合の圧力もこれと

同等である。 

 

 

4. 最高使用温度 66℃ 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの最高使用温度は，水源の

復水貯蔵槽の最高使用温度に合わせ 66℃としており，重大事故等時に低圧代

替注水系（常設）として原子炉圧力容器に注水する場合の温度もこれと同様で

ある。 
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5.原動機出力 6 号炉:   kW，7 号炉:   kW（注 1）／55 kW（注 2） 

 

【6 号炉】 

低圧代替注水系（常設）として使用する復水移送ポンプの容量 150m3/h，揚

程 79m のときの必要軸動力は，以下のとおり約    kW となる。 

 

P= 10^(-3)×ρ×g×（（Q／3,600）×H）／(η／100) 

= 10^(-3)×1,000×9.80665×（（150/3,600）×79）/(   /100) 

=      kW≒    kW 

 

P ： 必要軸動力（kW） 

ρ ： 流体の密度（kg/m3） ＝1,000 

g ： 重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Q ： ポンプ容量（m3/h） ＝150 

H ： ポンプ揚程（m） ＝79（図 1参照） 

η ： ポンプ効率（％）＝約  （図 1参照） 

 

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2002）） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 復水移送ポンプ性能曲線（6号炉） 
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【7 号炉】 

低圧代替注水系（常設）として使用する復水移送ポンプの容量 150m3/h，揚程

84m のときの必要軸動力は，以下のとおり約    kW となる。 

P= 10^(-3)×ρ×g×（（Q／3,600）×H）／(η／100) 

= 10^(-3)×1,000×9.80665×（（150/3,600）×84）/(   /100) 

=      kW≒    kW 

 

P ： 必要軸動力（kW） 

ρ ： 流体の密度（kg/m3） ＝1,000 

g ： 重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Q ： ポンプ容量（m3/h） ＝150 

H ： ポンプ揚程（m） ＝84（図 2参照） 

η ： ポンプ効率（％）＝約  （図 2参照） 

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2002）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 復水移送ポンプ性能曲線（7号炉） 

 

以上より，低圧代替注水系（常設）として使用する復水移送ポンプの軸動力

は，設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの原動機出力の公称値

55kW/台以下であることから，低圧代替注水系（常設）として使用する場合の原

動機出力は，設計基準対象施設として使用する場合と同様の 55kW/台とする。 
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名   称 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

容量 m3/h/台 84(注 1)，（（120（注 2）） 

吐出圧力 MPa[gage] 1.26(注 1)，（0.85（注 2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 2.0 

最高使用温度 ℃ 60 

原動機出力 kW/台 100 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：規格値を示す 

【設 定 根 拠】 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時に以下の機能を有する。 

 

低圧代替注水系（可搬型）として使用する可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，原

子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する発

電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止するために設置する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，複数の代替淡水源（防火水槽又は淡水貯水池）

を水源として原子炉建屋外壁に設置されている複数の接続口に接続し，復水補給水

系，残留熱除去系，給水系配管を経由して，原子炉圧力容器へ注水することにより炉

心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時において，炉心注水とし

て原子炉冷却に必要な流量を確保できる容量を有するものを下図のとおり 1セット 4

台使用する。 

 

 
系統構成概要図 

 

 

 

1. 容 量 84m3/h(注１)／120m3/h(注２) 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の容量の要求値は，原子炉停止後 4時間後の崩壊

熱除去に必要な注水量である 84m3/h 以上とする。 

 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足する

ものを採用していることから，その規格上要求される 120m3/h 以上を容量の公称値と

する。 
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2. 吐出圧力 1.26MPa(注１)／0.85MPa(注２) 

原子炉圧力容器に低圧注水する場合の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の必要吐出

圧力は，淡水を原子炉圧力容器に注水する場合の，水源と注水先の圧力差（大気開放

である淡水貯水池等と注水先の圧力），静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲

による影響，機器及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

6 号及び 7号炉の複数ある接続口のうち，使用するホース直線敷設の圧損，ホース

湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損等を考慮した結果，最も保守的となる，7

号炉原子炉建屋北側の接続口へ接続した場合の必要吐出圧力を以下に示す。 

 

【7 号炉（北側）】 

＜残留熱除去系(B)配管からの低圧代替注水＞ 

・7号炉 MUWC 接続口（北）の場合 

 

最終吐出端必要圧力    約      MPa 

静水頭    約      MPa 

ホース圧損    約      MPa ※1 

ホース湾曲による影響    約      MPa ※1 

機器及び配管・弁類圧損    約      MPa 

―――――――――――――――――――― 

合 計    約 1.26 MPa 

 

※1：ホースについては保守的な想定で評価したものである。 

湾曲の評価については 47-6-12,13 参照。 

   なお，詳細設計においては，作業性及び他設備の干渉を考慮し， 

   ポンプ容量を変更しない範囲でホースの敷設場所を適切に選定する。 

 

以上より，可搬型代替注水ポンプ(A-2 級)の吐出圧力の要求値は，約 1.26MPa 以上

とする。 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足する

ものを採用していることから，その規格上要求される 0.85MPa 以上を吐出圧力の公

称値とする。 
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図 3 に示すとおり，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）はポンプの回転数を変更する

ことで，容量及び吐出圧力の要求値を満足することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）性能曲線 

 

上記の吐出圧力の確認に加え，使用条件下においてポンプがキャビテーションを起

こさないことを確認するため，NPSH の評価を行った。 

なお，評価においては，接続口側の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の有効 NPSH

が必要 NPSH を十分に上回るように，上流側の（淡水貯水池に近い側の）可搬型代替

注水ポンプ（A-2 級）の運転条件を設定した。 

 

＜接続口側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

図 3より，ポンプの必要回転数は，低圧代替注水系（可搬型）を用いる場合に必要

となる流量（84m3/h）及び吐出圧力（1.26MPa）を満足する 2800rpm とする。 
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図 4 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）NPSH 

 

2800rpm において，必要流量を確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4 の水頭

に余裕を見込み，    m とする。 

 

有効 NPSH は，下記のとおり算出する。 

  有効 NPSH＝Ｈａ＋Ｈｎ＋Ｈｓ－Ｈｌ－ｈｓ ・・・① 

 

   ここで，Ｈａ：大気圧 

       Ｈｎ：上流側可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）吐出圧 

       Ｈｓ：吸込揚程（上流側可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）との高低差） 

       Ｈｌ：吸込圧損 

       ｈｓ：飽和蒸気圧水頭（0.8m（0.01MPa）：水源温度 40℃と想定） 

   とする。 

 

 ①式に以下の値を代入し，有効 NPSH を算出すると有効 NPSH は 10.3m となる。 

       Ｈｎ=  

       Ｈｓ=  

       Ｈｌ=  

 なお，吸込圧損を考慮したとしても，有効 NPSH が必要 NPSH を十分に上回る       

となるよう，Ｈｎを設定した。 

 この時，有効 NPSH（     m）＞必要 NPSH（    m）となることから，ポンプはキャ

ビテーションを起こすことなく運転することが可能である。 
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 ＜中継用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

 図 3 より，ポンプの必要回転数は，接続口側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に

必要となる流量及び吐出圧力を満足する 2200rpm とする。2200rpm において，必要流

量を確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4の水頭に余裕を見込み，    m とす

る。 

 

①式に以下の値を代入し，有効 NPSH を算出すると有効 NPSH は      m となる。 

       Ｈｎ=  

       Ｈｓ=  

       Ｈｌ=  

 なお，吸込圧損を考慮したとしても，有効 NPSH が必要 NPSH を十分に上回る     

となるよう，Ｈｎを設定した。 

 この時，有効 NPSH（     m）＞必要 NPSH（    m）となることから，ポンプはキャ

ビテーションを起こすことなく運転することが可能である。 

 

＜淡水貯水池側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

図 3より，ポンプの必要回転数は，中継車 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に必

要となる流量及び吐出圧力を満足する 2200rpm とする。2200rpm において，必要流量

を確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4の水頭に余裕を見込み，    m となる。 

 

①式に基づき有効 NPSH を算出すると，有効 NPSH は     m となる。 

       Ｈｎ=  

       Ｈｓ=  

       Ｈｌ= 

この時，有効 NPSH（    m）＞必要 NPSH（    m）となることから，ポンプはキャ

ビテーションを起こすことなく運転が可能である。 

 

なお，大容量送水車（海水取水用）から直接，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）へ

送水する場合については，大容量送水車（海水取水用）の吐出圧が可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）の吸込口に加わることにより，上記 NPSH 評価のうち吸込揚程が，淡

水貯水池から取水する場合よりも大きくなることから，淡水貯水池から取水する場合

の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の NPSH 評価に包絡される。 

 

 

3. 最高使用圧力 2.0MPa 

 低圧代替注水系（可搬型）に必要となる吐出圧力は 1.26MPa 以上であるが，可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級）を用いた注水先への注水シナリオのうち，吐出圧が最大と

なるのは格納容器下部注水系（可搬型）にて要求される吐出圧力（1.67MPa）であり，

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）の最高使用圧力は1.67MPaを上回る圧力として2.0MPa

とする。 
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4. 最高使用温度 60℃ 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の最高使用温度は，水源である淡水の温度が常温

程度であるため，60℃とする。 

 

 

5. 原動機出力 100kW/台 

低圧代替注水系（可搬型）として使用する可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の原動

機については，必要な性能（消防法に基づく技術上の規格）を発揮する出力を有する

ものとして 100kW とする。 
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ホースの湾曲による圧力損失に対する考え方について 

 

ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが様々である

こと，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考慮し，最も一般

的な仕様である，『新・消防機器便覧「消防水力学」（東京消防庁監修，東京消防機器

研究会編著）』における理論値を使用する。 

 

ホースの湾曲による圧力損失への影響について 

 

 
 

図１ 想定されるホースの引き回しパターン（イメージ） 

 

＜１湾曲（90°）あたりの圧力損失 hc＞ 

hc＝fc×v2/（2g） 

 

〇損失係数 fc 

ホースの湾曲による損失係数は新・消防機器便覧に記載されている曲率半径

1000mm における 90°湾曲時の損失係数である 

fc=0.068･･･ (ⅰ) 

を引用する。 

 

〇流速 v 

v=Q/A 

・Q=流量について 

流量は各使用条件に合わせた値を用いて評価を行う。 

ここでは，例示として， 90［m3/h］の場合の計算を示す。 

ホース 2ラインで送水した場合，1ラインあたり 

45[m3/h]＝0.75[m3/min]となる。 

 

・A＝管路の断面積について 

A＝πr2であることから，75A のホースを使用する場合 

r=0.038［m］となる。よって，A=0.00454[m2] 

 

１湾曲（90°）が４回

発生した場合 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 
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・流速 v=Q/A より 

v=165.1982[m/min] 

=  2.7533[m/s] ･･･(ⅱ) 

 

〇上記(ⅰ)(ⅱ)より，１湾曲（90°）あたりの圧力損失を求める。 

hc＝fc×v2/(2g)より，重力加速度 9.8[m/s2]を用いて 

hc＝0.068×(2.75332/(2×9.8))×3 

＝0.079[m] 
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添付(1) 

 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）の 

同時使用について 

 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）による原子

炉圧力容器への低圧代替注水と同時に行われることを想定している。全交流動力電源

喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗のシナリオ時に代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）を使用する場合において，原子炉停止後約 9時間後から 80m3/h で原

子炉格納容器内にスプレイし，同時に低圧代替注水系（可搬型）により 40m3/h で原子

炉圧力容器への低圧代替注水することで重大事故等を防止できることが評価結果よ

り確認されている。 

 したがって，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）

は表 1 のとおり同時に注水することを考慮している。系統図を図 1～2 に示すが，い

ずれの系統も可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いるため，表 1 で示すとおりに代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）を同時に実施する

能力があることを評価により確認する。評価に当たっては，代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）を同時に使用する全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗のシナリオの条件を用いる。したがって，代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）80m3/h と低圧代替注水系（可搬型）の同時注水の

成立性を確認するために，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の特性と代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）及び低圧代替注水系（可搬型）の系統圧力損失を考慮して注

水特性評価を実施した。注水特性評価結果は図 3のとおりであり，原子炉格納容器圧

力が 1Pd（310kPa[gage]）及び原子炉圧力 0.8MPa の場合に代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）の流量が 80m3/h，低圧代替注水系（可搬型）は 40m3/h で原子炉圧力容

器へ注水できることが確認できた。 

よって，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）の同

時注水について，各々の必要流量が確保可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

表 1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），低圧代替注水系（可搬型）の必要流量 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 低圧代替注水系（可搬型） 

80m3/h 40m3/h 

 



47-6-15 

 

 

 

残留熱除去系
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

主タービン系へ

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器スプレイ・ヘッダ

淡水貯水池

可搬型代替注水ポンプ

（A-2級）

軽油タンク

タンクローリ

（4kL）

給水系より

低圧代替注水系（可搬型）

残留熱除去系
ポンプ

Ａ

※

※

 
 

図 1 「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗」の 

重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 原子炉圧力容器への注水特性（代替格納容器スプレイ 80m3/h 同時注水時） 
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接続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 1 接続図(淡水貯水池から接続口) 
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図 2 接続図(防火水槽から接続口) 
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図 3 接続図(建屋内接続 6 号炉原子炉建屋地上 1 階)
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図 4 接続図(建屋内接続 6 号炉原子炉建屋地上 2 階)
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図 5 接続図(建屋内接続 7 号炉原子炉建屋地上 1階)
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 図 6 接続図(建屋内接続 7 号炉原子炉建屋地上 2階)
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保管場所図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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 図 1 保管場所図(位置的分散) 
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図 2 保管場所図（機器配置） 
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図 3 保管場所図（ホース保管場所 6 号炉原子炉建屋地上 1 階） 
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図 4 保管場所図（ホース保管場所 7 号炉原子炉建屋地上 1 階）
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アクセスルート図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアク

セスルートについて』より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 保管場所及びアクセスルート図 
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図 2 地震・津波発生時のアクセスルート図 



47-9-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 森林火災発生時のアクセスルート図 
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図 4 中央交差点が通行不能時のアクセスルート図 
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その他設備 
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原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための自主対策設

備として，以下を整備する。 

 

① 他系の残留熱除去系配管又は高圧炉心注水系配管を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが機能

喪失し，残留熱除去系(A)注入ライン又は残留熱除去系(B)注入ラインの機能が

喪失した場合においても低圧注水可能とするために，自主対策設備として残留

熱除去系(C)注入ライン等の他系の残留熱除去系配管又は高圧炉心注水系配管

を用いた原子炉圧力容器への注水手段を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

（残留熱除去系(C)注入配管使用）手順の概要図（7号炉の例） 

 

No 弁名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

① 残留熱除去系注入弁（C） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

② 残留熱除去系洗浄水弁（C） 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建屋 1階(管理区域) 

 

 

 

①  
②  
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図 2 低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

（高圧炉心注水系(B)注入配管使用）手順の概要図（7号炉の例） 

 

 

No 弁名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

③ 高圧炉心注水去系注入弁（B） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

④ 高圧炉心注水去系洗浄用補給

水止め弁（B） 

弁閉→弁開 手動操作 原子炉建屋 1階(管理区域) 

 

 

③  ④  
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図 3 低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

（高圧炉心注水系(C)注入配管使用）手順の概要図（7号炉の例） 

 

No 弁名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

⑤ 高圧炉心注水去系注入弁（C） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥ 高圧炉心注水去系洗浄用補給

水止め弁（C） 

弁閉→弁開 手動操作 原子炉建屋 1階(管理区域) 

 

 

 

 

 

⑥  ⑤  
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② 消火系を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ，復水

移送ポンプ，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）が機能喪失した場合，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，自主対策設備として消火

系を用いた原子炉圧力容器への注水手段を整備している。 

消火系を用いた原子炉圧力容器への注水手段については，ディーゼル駆動消

火ポンプを用い，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧代替注水系（常設），

低圧代替注水系（可搬型）に用いる水源とは異なるろ過水タンクを水源として

消火系，復水補給水系，残留熱除去系を通じて原子炉圧力容器へ注水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 消火系による原子炉圧力容器への注水 

     （残留熱除去系(B)注入配管使用）手順の概要図（7号炉の例） 

 

No 弁名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

⑦ 復水補給水系消火系第 1連絡弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧ 復水補給水系消火系第 2連絡弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

 

 

 

 

⑧  ⑦  
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各号炉の弁名称及び弁番号 
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条文適合性資料本文中の機器名称覧に記載の弁名称については，説明資料の構成上，

略称等が用いられている場合がある。これらの記載名称と各号炉に設置されている弁

の正式名称及び弁番号の関係について，下表のとおり整理する。 

 

表 1 機器名称覧に記載の弁名称と，正式名称・弁番号の関係について 
統一名称 

6 号炉 7 号炉 

弁名称 弁番号 弁名称 弁番号 

残留熱除去系注入弁（A） 残留熱除去系注入弁（A） E11-MO-F005A 残留熱除去系注入隔離弁（A） E11-MO-F005A 

残留熱除去系注入弁（B） 残留熱除去系注入弁（B） E11-MO-F005B 残留熱除去系注入隔離弁（B） E11-MO-F005B 

残留熱除去系洗浄水弁（A） 残留熱除去系低圧注水モード注入ライン洗浄弁（A） E11-MO-F032A 
残留熱除去系注入ライン 

洗浄水止め弁（A） 
E11-MO-F032A 

残留熱除去系洗浄水弁（B） 残留熱除去系低圧注水モード注入ライン洗浄弁（B） E11-MO-F032B 
残留熱除去系注入ライン 

洗浄水止め弁（B） 
E11-MO-F032B 

タービン建屋負荷遮断弁 タービン建屋負荷遮断弁 P13-MO-F150 復水補給水系タービン建屋負荷遮断弁 P13-MO-F029 

復水補給水系常／非常用連絡 1 次止め弁 復水貯蔵槽常用，非常用給水管連絡ライン第一止め弁 P13-F011 
復水補給水系 常／非常用連絡管 

一次止め弁 
P13-F019 

復水補給水系常／非常用連絡 2 次止め弁 復水貯蔵槽常用，非常用給水管連絡ライン第二止め弁 P13-F012 
復水補給水系 常／非常用連絡管 

二次止め弁 
P13-F020 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) RHR(B)経由 R/B 南側外壁外部注水接続端第一止め弁(1) P13-F134 MUWC 建屋外南側外部送水ライン止め弁 1 P13-F136 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) RHR(B)経由 R/B 南側外壁外部注水接続端第一止め弁(2) P13-F139 MUWC 建屋外南側外部送水ライン止め弁 2 P13-F141 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) RHR(A)経由 R/B 東側外壁外部注水接続端第一止め弁(1) P13-F130 MUWC 建屋外北側外部送水ライン止め弁 1 P13-F132 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) RHR(A)経由 R/B 東側外壁外部注水接続端第一止め弁(2) P13-F138 MUWC 建屋外北側外部送水ライン止め弁 2 P13-F140 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 R/B 外壁外部注水接続端第一止め弁 P13-F192 MUWC 建屋外東側貫通接続口元弁 P13-F129 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 外部注水入口弁 P13-F190 MUWC 建屋内北側外部送水ライン元弁 P13-F124 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 R/B 外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F193 MUWC 建屋内東側貫通接続口元弁 P13-F131 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) RHR(B)経由 R/B 南側外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F135 MUWC 建屋内南側外部送水ライン止め弁 1 P13-F137 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) RHR(A)経由 R/B 東側外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F131 MUWC 建屋内北側外部送水ライン止め弁 1 P13-F133 

復水補給水系原子炉建屋復水積算計バイパス弁 原子炉建屋復水積算流量計バイパス弁 P13-F053 復水補給水系 FQT-21 バイパス弁 P13-F062 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

























































































































































































































 

49 条 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

 

目次 

 

49-1 SA 設備基準適合性 一覧表 

49-2 単線結線図 
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49-5 試験及び検査 

49-6 容量設定根拠 

49-7 接続図 

49-8 保管場所図 

49-9 アクセスルート図 

49-10 その他設備 

49-11 各号炉の弁名称及び弁番号 
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SA 設備基準適合性一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



49-1-1 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための

設備 
復水移送ポンプ 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
その他の建屋内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 淡水だけでなく海水も使用 Ⅱ 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 49-3 配置図，49-4 系統図 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂｄ，

Ｂf 

関連資料 49-3  配置図，49-4 系統図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 49-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作が必要 Ａ 

関連資料 49-4 系統図 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 49-3 配置図，49-4 系統図 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作，現場操作 Ａa，Ｂ 

関連資料 49-3 配置図 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 49-6 容量設定根拠 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備-対象(代替対象ＤＢ設備有り)-屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 49-2 単線結線図，49-3 配置図，49-4 系統図 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 
類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 淡水だけでなく海水も使用 Ⅱ 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 49-4 系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図 

第

2

号 

操作性 設備の運搬，設置，操作スイッチ操作 Ｂｃ，Ｂｄ 

関連資料 49-4 系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 49-5 試験及び検査 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 49-4 系統図 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 49-4 系統図，49-5 試験及び検査 

第

6

号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 49-7 接続図 

第

3

項 

第

1

号 

可搬 SA の容量 原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 49-6 容量設定根拠 

第

2

号 

可搬 SA の接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 49-7 接続図 

第

3

号 

異なる複数の接続箇所の確保 複数の機能で同時に使用 Ａａ 

関連資料 49-7 接続図 

第

4

号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） － 

関連資料 49-7 接続図 

第

5

号 

保管場所 屋外(共通要因の考慮対象設備あり) Ｂａ 

関連資料 49-8 保管場所図 

第

6

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 49-9 アクセスルート図 

第

7

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、外部

人為事象、溢水、火災 
防止設備－対象（代替対象 DB 設備有り）－屋外 

Ａｂ 

 

サポート系要因 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 49-3 配置図，49-4 系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポンプ 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力／屋外

の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

 

(検査性，系統構成・外部入力) 

ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、外部人

為事象、溢水、火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 － 



49-1-4 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための

設備 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）熱交換器 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

熱交換器 Ｄ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂb 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水 

冷却モード）ポンプ（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力／屋外

の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、外部人

為事象、溢水、火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

    関連資料 － 



49-1-6 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第 49 条：原子炉格納容器内の冷却等のための

設備 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水 

冷却モード）熱交換器 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第

1

項 

第

1

号 

環

境

条

件

に

お

け

る

健

全

性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉区域内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 (周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第

2

号 

操作性 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入

力) 

熱交換器 Ｄ 

関連資料 － 

第

4

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂb 

関連資料 － 

第

5

号 

悪

影

響

防

止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第

6

号 

設置場所 操作不要 対象外 

関連資料 － 

第

2

項 

第

1

号 

常設 SA の容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量等が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第

2

号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第

3

号 

共

通

要

因

故

障

防

止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 
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図１ 単線結線図（6号炉） 

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｃ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｂ ）

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 流 量 調 節 弁 （ Ｂ ）

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 ラ イ ン 隔 離 弁 （ Ｂ ）
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図２ 単線結線図（7号炉） 

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｃ ）

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ｂ ）

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 流 量 調 節 弁 （ Ｂ ）

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 ラ イ ン 隔 離 弁 （ Ｂ ）

M
CC
 

7
C-
1
-1

A
M用

MC
C
 7
B

M
CC
 
7D
-
1-
1

非
常

用
低
圧

母
線

7D
-1

非
常

用
低
圧

母
線

7C
-1

非
常

用
高
圧

母
線

7D

A
M用

動
力
変

圧
器

D
/G

D
/G

R
/B
 
3F

R
/B
 
B1
F

R
/B
 
3F

M
CC
 

7
C-
1
-4

M
CC
 

7
D-
1
-4

R
/B
 
3F

R
/B
 
3F

非
常

用
所
内

電
気
設

備
【

区
分

Ⅰ
】

非
常

用
所
内

電
気
設

備
【

区
分

Ⅱ
】

代
替

所
内
電

気
設
備

(
7B
)

(
7A
) 動
力

変
圧
器

動
力

変
圧
器

計 装 設 備

R
/B
 
4F

AM用直流
125V充電器

AM用直流
125V充電器

(予
備

) 残 留 熱 除 去 系

洗 浄 水 弁 （ Ｂ ）

タ ー ビ ン 建 屋 負 荷 遮 断 弁

R
/B
 
4F

非
常

用
高
圧

母
線

7C

R
/B
 
B1
F

復 水 移 送 ポ ン プ （ Ａ ）

残 留 熱 除 去 系 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ ・

ﾁｪﾝﾊﾞ ・ ﾌﾟｰﾙｽﾌﾟﾚｲ

注 入 隔 離 弁 （ Ｂ ）

非
常

用
低
圧

母
線

7E
-1

非
常

用
高
圧

母
線

7E

D
/G

(
7C
)

動
力

変
圧
器

非
常

用
所
内

電
気
設

備
【

区
分

Ⅲ
】

R
/B
 
B1
F

A
M用

切
替
盤

7B

残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ （ Ｂ ）

R
/B
 
1F

R
/B
 
1F

R
/B
 
1F

残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ （ Ｃ ）

M
CC
 
7E
-
1-
1
A

収
納

箱

R
/B
 
B1
F

R
/B
 
2F

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 流 量 調 節 弁 （ Ｃ ）

残 留 熱 除 去 系 格 納 容 器

冷 却 ラ イ ン 隔 離 弁 （ Ｃ ）

残 留 熱 除 去 系 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･
ﾁｪﾝﾊﾞ ・ ﾌﾟｰﾙｽﾌﾟﾚｲ

注 入 隔 離 弁 （ Ｃ ）

C
/B
 
2F

緊
急

用
電
源

切
替
箱

断
路

器

常
設

代
替

交
流

電
源
設

備
７

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建
屋

南
側

第
一

ガ
ス
タ

ー
ビ
ン

発
電
機

G
TG

緊
急

用
断

路
器

G
TG

緊
急

用
電
源

切
替
箱

接
続

装
置

7A
緊

急
用

電
源

切
替
箱

接
続

装
置

7B

非
常

用
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電
機

非
常

用
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電
機

非
常

用
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電
機

（
略

語
）

R
/B
：

原
子

炉
建

屋

C
/B
：

コ
ン

ト
ロ

ー
ル
建

屋

M
CC
：

モ
ー

タ
・

コ
ン
ト

ロ
ー
ル

・
セ
ン

タ

【
凡

例
】

：
ガ
ス

タ
ー
ビ

ン
発
電

機

：
非
常

用
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電

機

：
遮
断

器

：
断
路

器

：
配
線

用
遮
断

器

：
接
続

装
置

：
切
替

装
置

：
AM
用

直
流

12
5V
蓄

電
池

【
色

分
け
】

赤
色
：

非
常
用

系
（
区

分
Ⅰ
）

緑
色
：

非
常
用

系
（
区

分
Ⅱ
）

青
色
：

非
常
用

系
（
区

分
Ⅲ
）

水
色
：

重
大
事

故
等
対

処
設
備

黒
色
：

常
用
系

G
TG D
/G

M
CC
 

7
C-
1
-7

M
CC

7
E-
1
-3

C
/B

B
1F

直流
125V充電器

直
流

12
5
V主

母
線
盤

直
流
12
5
V分

電
盤

C
/B

M
B2
F

計 装 設 備

M
CC
 
7D
-
1-
7

C
/B

B
1F

直流
125V充電器

直
流

12
5
V主

母
線
盤

直
流

12
5
V分

電
盤

計 装 設 備

C
/B

B
1F

直流
125V充電器

直
流

12
5
V主

母
線
盤

直
流

12
5
V分

電
盤

計 装 設 備



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49-3 

配置図 
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  ：重大事故等対処設備 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 1 配置図（６／７号炉 コントロール建屋地上２階）
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図 2 配置図（6/7 号炉 廃棄物処理建屋地下 3階）
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図 3 配置図（６号炉 原子炉建屋地下 3階）
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図 4 配置図（７号炉 原子炉建屋地下 3階）
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図 5 配置図（6号炉 タービン建屋地下中 2階）
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図 6 配置図（6号炉 原子炉建屋地下 2階）
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図 7 配置図（7号炉 原子炉建屋地下 2階）
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図 8 配置図（6号炉 原子炉建屋地下 1階）
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図 9 配置図（７号炉 原子炉建屋地下１階）



49-3-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 配置図（６号炉 原子炉建屋地上１階）
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図 11 配置図（７号炉 原子炉建屋地上１階）
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図 12 配置図（６号炉 原子炉建屋地上 3階）



49-3-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 配置図（７号炉 原子炉建屋地上 3階） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49-4 

系統図 
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 図 1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 系統概要図（6号炉） 
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 図 2 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 系統概要図（7号炉） 
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 図 3 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 系統概要図（6号炉） 
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図 4 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 系統概要図（7号炉） 
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試験及び検査 
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図１ 復水移送ポンプ 構造図

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2 構造図（可搬型代替注水ポンプ（A-2 級））

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 3 代替格納容器スプレイ冷却系運転性能検査系統図（６号炉）

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 4 代替格納容器スプレイ冷却系運転性能検査系統図（７号炉）

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 5 運転性能検査系統図（6号及び 7号炉 可搬型代替注水ポンプ(A-2 級)）

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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容量設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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名   称 
復水移送ポンプ 

(代替格納容器スプレイ冷却系（常設）） 

容量 m3/h/台 70（注 1）（125（注 2）） 

全揚程 m 
6 号炉:96 以上，7号炉:93 以上（注 1） 

（85（注 2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 1.37 

最高使用温度 ℃ 66 

原動機出力 kW/台 
6 号炉：  以上，7号炉：   以上（注 1） 

（55（注 2）） 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

 

【設 定 根 拠】 

復水移送ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使用する復水移送ポンプは，設

計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合に

おいて原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止

するために設置する。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防

止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下

させるために設置する。 

これらの系統構成は，復水貯蔵槽を水源とした復水移送ポンプより，残留熱

除去系等の配管を経由して，原子炉格納容器内にあるスプレイリングのスプレ

イノズルより原子炉格納容器内にスプレイすることにより炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。 

 

なお，重大事故等対処設備の代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使

用する復水移送ポンプは，1基あたり 3台設置しており，このうち必要台数は

最大で 2台であり，1台を予備として確保する。 
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1.容 量 70m3/h/台（注 1）（125m3/h/台（注 2）） 

原子炉格納容器内にスプレイする場合の復水移送ポンプの容量は，炉心損傷

防止の重要事故シーケンスのうち，高圧・低圧注水機能喪失，崩壊熱除去機能

喪失，LOCA 時注水機能喪失の重要事故シーケンス，及び原子炉格納容器破損

防止の評価事故シーケンスのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）において，復水貯蔵槽を水源として原子炉格納容器内にス

プレイし，原子炉格納容器内の圧力を，原子炉格納容器の最高使用圧力近傍で

維持するために必要な容量を基に設定する。 

復水移送ポンプの容量は，上記に示す炉心損傷防止の重要事故シーケンスに

おいて 140m3/h(復水移送ポンプ 2 台)の流量にて評価した結果，代替最終ヒー

トシンクによる原子炉格納容器の除熱手段確立までの間，原子炉格納容器内の

圧力を原子炉格納容器の最高使用圧力近傍で維持することが可能であること

から，1台あたり約 70m3/h とする。 

 

2. 揚 程 6 号炉：96m，7 号炉：93m（注 1）（85m（注 2）） 

原子炉格納容器内にスプレイする場合の復水移送ポンプの揚程は，原子炉格

納容器内にスプレイする場合の水源と移送先の圧力差（大気開放である復水貯

蔵槽と原子炉格納容器の圧力 0.62 MPa の圧力差），静水頭，機器圧損、配管・

及び弁類圧損を基に設定する。 

 

【6 号炉】 

・移送先の圧力約 0.62MPa の場合 

水源と移送先の圧力差 約    m 

静水頭 約    m 

機器及び配管・弁類圧損 約    m 

―――――――――――――――― 

合 計 約 96 m 

 

・移送先の圧力約 0.18MPa の場合 

水源と移送先の圧力差 約    m 

静水頭 約    m 

機器及び配管・弁類圧損 約    m 

―――――――――――――――― 

合 計 約 51m 
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【7号炉】 

・移送先の圧力約 0.62MPa の場合 

水源と移送先の圧力差 約    m 

静水頭 約    m 

機器及び配管・弁類圧損 約    m 

――――――――――――――― 

合 計 約 93 m 

 

・移送先の圧力約 0.18MPa の場合 

水源と移送先の圧力差 約    m 

静水頭 約    m 

機器及び配管・弁類圧損 約    m 

――――――――――――――― 

合 計 約 48 m 

 

以上より、代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使用する場合の復水

移送ポンプの揚程は 6号炉で 96m，7号炉で 93m である。 

 

 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，格納容器下部注水系（常設）

と同時に使用する可能性があるため，同時使用時に各々の必要流量が確保でき

ることを添付(1)「格納容器下部注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）の同時使用について」で示す。 

 

3. 最高使用圧力 1.37MPa 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの最高使用圧力は，ポンプ

締切運転時の揚程約         に静水頭約                を加え

た約      MPa を上回る圧力として 1.37MPa としており，重大事故等時に代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）として原子炉格納容器内にスプレイする場合

の圧力もこれと同等である。 

 

 

4. 最高使用温度 66℃ 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの最高使用温度は，水源の

復水貯蔵槽の最高使用温度に合わせ 66℃としており，重大事故等時に代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）として原子炉格納容器内にスプレイする場合の

温度もこれと同様である。 
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5.原動機出力 55kW/台 

（6号炉） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使用する復水移送ポンプの容量

70m3/h，揚程 98m のときの必要軸動力は，以下のとおり約   kW となる。 

 

P= 10^(-3)×ρ×g×（（Q／3,600）×H）／（η／100）） 

= 10^(-3)×1,000×9.80665×（（70/3,600）×98）/(   /100)） 

=      kW ≒    kW 

 

P ： 必要軸動力（kW） 

ρ ： 流体の密度（kg/m3） ＝1,000 

g ： 重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Q ： ポンプ容量（m3/h） ＝70 

H ： ポンプ揚程（m） ＝98（図 49-6-1 参照） 

η ： ポンプ効率（％）＝約  （図 49-6-1 参照） 

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2002）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 49-6-1 復水移送ポンプ性能曲線（6号炉） 
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（7号炉） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使用する復水移送ポンプの容量

70m3/h，揚程 95m のときの必要軸動力は，以下のとおり約    kW となる。 

 

P= 10^(-3)×ρ×g×（（Q／3,600）×H）／（η／100）） 

= 10^(-3)×1,000×9.80665×（（70/3,600）×95）/(    /100)） 

=      kW≒    kW 

 

P ： 必要軸動力（kW） 

ρ ： 流体の密度（kg/m3） ＝1,000 

g ： 重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Q ： ポンプ容量（m3/h） ＝70 

H ： ポンプ揚程（m） ＝95（図 49-6-2 参照） 

η ： ポンプ効率（％）＝約  （図 49-6-2 参照） 

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2002）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 49-6-2 復水移送ポンプ性能曲線（7号炉） 

 

以上より，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）として使用する復水移送ポ

ンプの軸動力は，設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの原動機出

力の公称値 55kW/台以下であることから，代替格納容器スプレイ冷却系（常設

として使用する場合の原動機出力は，設計基準対象施設として使用する場合と

同様の 55kW/台とする。 
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 添付(1) 

 

 

格納容器下部注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の同時使用 

について 

 

 

格納容器下部注水（常設）は，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容

器スプレイと同時に行われることを想定している。格納容器下部注水（常設）を行う

場合において，原子炉圧力容器の破損前は，格納容器下部注水系により 90m3/h で格納

容器下部に注水し水位 2mの水張りを実施し，同時に代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）により 70m3/h で原子炉格納容器内にスプレイすることで原子炉格納容器温度の上

昇を抑制できることが評価結果より確認されている。 

また，原子炉圧力容器の破損後は，格納容器下部注水系（常設）により崩壊熱相当

（注水開始時期を考慮すると最大 50m3/h）の注水を行い，原子炉格納容器圧力が

465kPa[gage]に到達した時点で代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の流量を 130m3/h

以上にすることにより，原子炉格納容器圧力及び温度の上昇を抑制できることが評価

結果より確認されている。 

 したがって，格納容器下部注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

は表 1 のとおり同時に実施することを考慮している。系統図を図 1～2 に示すが，い

ずれの系統も復水移送ポンプを用いるため，表 1で示すとおりに格納容器下部注水系

（常設）と代替格納容器スプレイ（常設）を同時に実施する能力があることを評価に

より確認する。評価に当たっては，格納容器圧力が高く注水特性評価が保守的となる

原子炉圧力容器の破損後のケースを用いる。したがって，格納容器下部注水 50m3/h

と代替格納容器スプレイ 130m3/h の同時注水の成立性を確認するために，復水移送ポ

ンプ特性と格納容器下部注水系（常設）及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の

系統圧力損失を考慮して注水特性評価を実施した。注水特性評価結果は図 3のとおり

であり，格納容器下部注水が 50m3/h である場合，原子炉格納容器圧力が 2Pd

（620kPa[gage]）時においてでも，代替格納容器スプレイ（常設）は 130m3/h でスプ

レイできることが確認できた。 

よって，格納容器下部注水時に必要となる格納容器下部注水系（常設）と代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）の同時注水について，各々の必要流量が確保可能である

ことを確認した。 

 

 

表 1 格納容器下部注水，代替格納容器スプレイの同時注水時の必要流量 

系統 格納容器下部注水 代替格納容器スプレイ 

原子炉圧力容器の破

損前 
90m3/h 70m3/h 

原子炉圧力容器の破

損後 

崩壊熱相当 

（最大 50m3/h） 
130m3/h 
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図 1 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 
（原子炉圧力容器の破損前の原子炉減圧，原子炉格納容器冷却及び 

格納容器下部注水） 
 

 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 
（原子炉圧力容器の破損後の原子炉減圧，原子炉格納容器冷却及び 

格納容器下部注水） 
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図 3 ドライウェルスプレイ注水特性（ペデスタル 50m3/h 同時注水時） 
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名   称 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

容量 m3/h/台 80(注 1)，（（120（注 2）） 

吐出圧力 MPa[gage] 0.71(注 1)，（0.85（注 2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 2.0 

最高使用温度 ℃ 60 

原動機出力 kW/台 100 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：規格値を示す 

 

【設 定 根 拠】 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時に以下の機能を有する。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）として使用する可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合

において原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止する

ために設置する。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止する

ため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために

設置する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，複数の代替淡水源（淡水貯水池又は防火水槽）

を水源として原子炉建屋外壁に設置されている複数の接続口に接続し，復水補給水

系，残留熱除去系を経由して，原子炉格納容器へスプレイすることにより炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時において，原子炉格納容

器内冷却に必要なスプレイ流量を確保できる容量を有するものを下図のとおり 1 セ

ット 4台使用する。 

 

 
系統構成概要図 
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1. 容 量 80m3/h(注 1)／120m3/h(注 2) 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の容量の要求値は，原子炉停止後約 9時間後の崩

壊熱除去に必要なスプレイ流量である 80m3/h 以上とする。 

 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，消防法に基づく技術上の規格を満足す

るものを採用していることから，その規格上要求される 120m3/h 以上を容量の公称値

とする。 

 

2. 吐出圧力 0.71MPa(注 1)／0.85MPa(注 2) 

原子炉格納容器にスプレイする場合の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の吐出圧力

は，淡水を原子炉格納容器にスプレイする場合の，水源とスプレイ先の圧力差（大気

開放である淡水貯水池等とスプレイ先の圧力差），静水頭，ホース直線敷設の圧損，

ホース湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

6 号及び 7号炉の複数ある接続口のうち，使用するホース直線敷設の圧損，ホース

湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損等を考慮した結果，最も保守的となる，7

号炉原子炉建屋北側の接続口へ接続した場合の必要吐出圧力を代表として以下に示

す。 

 

【7号炉（東側）】 

＜残留熱除去系(B)配管からの代替格納容器スプレイ＞ 

・MUWC 接続口（北）の場合 

 

最終吐出端必要圧力    約      MPa 

静水頭    約      MPa 

ホース圧損    約      MPa ※1 

ホース湾曲による影響    約      MPa ※1 

機器及び配管・弁類圧損    約      MPa 

―――――――――――――――――――― 

合 計    約 0.71 MPa 

 

※1：ホースについては保守的な想定で評価したものである。 

湾曲の評価については 49-6-15,16 参照。 

   なお，詳細設計においては，作業性及び他設備との干渉を考慮し， 

ポンプ容量を変更しない範囲でホースの敷設場所を適切に選定する。 

 

以上より，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の吐出圧力の要求値は，約 0.71MPa 以

上とする。 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足する

ものを採用していることから，その規格上要求される 0.85MPa 以上を吐出圧力の公称

値とする。 

 

 



49-6-11 

 

 

 図 3に示すとおり，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）はポンプの回転数を変更する

ことで，容量及び吐出圧力の要求値を満足することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）性能曲線 

 

上記の吐出圧力の確認に加え，使用条件下においてポンプがキャビテーションを起

こさないことを確認するため，NPSH の評価を行った。 

なお，評価においては，接続口側の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の有効 NPSH

が必要 NPSH を十分に上回るように，上流側の（淡水貯水池に近い側の）可搬型代替

注水ポンプ（A-2 級）の運転条件を設定した。 

 

＜接続口側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

図 3より，ポンプの必要回転数は，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）を用い

る場合の必要流量（80m3/h）及び吐出圧力（0.71MPa）を満足する 2400rpm とする。 
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図 4 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）NPSH 

 

2400rpm において，必要流量を確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4 の水頭

に余裕を見込み，    m となる。 

有効 NPSH は下記のとおり算出する。 

  有効 NPSH＝Ｈａ＋Ｈｎ＋Ｈｓ－Ｈｌ－ｈｓ ・・・① 

 

   ここで，Ｈａ：大気圧 

       Ｈｎ：上流側可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）吐出圧 

       Ｈｓ：吸込揚程（上流側可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）との高低差） 

       Ｈｌ：吸込圧損 

       ｈｓ：飽和蒸気圧水頭（0.8m（0.01MPa）：水源温度 40℃と想定） 

   とする。 

 

   ①式に以下の値を代入し，有効 NPSH を算出すると有効 NPSH は      m となる。 

       Ｈn＝  

       Ｈs＝  

       Ｈl＝  

なお，吸込圧損を考慮したとしても，有効 NPSH が必要 NPSH を十分に上回る               

となるよう，Ｈn を設定した。 

この時，有効 NPSH（     m）＞必要 NPSH（    m）となることから，ポンプは，キ

ャビテーションを起こすことなく運転することが可能である。 

 

＜中継用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

図 3より，ポンプの必要回転数は，接続口側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に

必要となる流量及び吐出圧力を満足する 2200rpm とする。2200rpm において，必要流

量を確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4 の水頭に余裕を見込み，    m とな

る。 
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①式に以下の値を代入し，有効 NPSH を算出すると，有効 NPSH は      m となる。 

      Ｈn＝  

      Ｈs＝  

      Ｈl＝ 

なお，吸込圧損を考慮したとしても，有効 NPSH が必要 NPSH を十分に上回る 

   となるよう，Ｈｎを設定した。 

この時，有効 NPSH（     m）＞必要 NPSH（    m）となることから，ポンプはキャ

ビテーションを起こすことなく運転することが可能である。 

 

＜淡水貯水池側 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）＞ 

図 3より，ポンプの必要回転数は，中継用可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に必要

となる流量及び吐出圧力を満足する 2200rpm となる。2200rpm において，必要流量を

確保するための NPSH（必要 NPSH）は，図 4 の水頭に余裕を見込み，    m となる。 

 

①式に以下の値を代入し，有効 NPSH を算出すると，有効 NPSH は     m となる。 

      Ｈｎ＝ 

      Ｈｓ＝ 

      Ｈｌ＝ 

この時，有効 NPSH（    ｍ）＞必要 NPSH（    ｍ）となることから，ポンプはキ

ャビテーションを起こすことなく運転することが可能である。 

 

なお，大容量送水車（海水取水用）から直接，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）へ

送水する場合については，大容量送水車（海水取水用）の吐出圧が可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）の吸込口に加わることにより，上記 NPSH 評価のうち吸込揚程が淡水

貯水池から取水する場合よりも大きくなることから，淡水貯水池から取水する場合の

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の NPSH 評価に包絡される。 

 

3. 最高使用圧力 2.0MPa 

 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）に必要となる吐出圧力は 0.71MPa 以上であ

るが，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いた注水先への注水シナリオのうち，吐

出圧が最大となるのは格納容器下部注水系（可搬型）にて要求される吐出圧力

（1.67MPa）であり，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の最高使用圧力は 1.67MPa を

上回る圧力として 2.0MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 60℃ 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の最高使用温度は，水源である淡水の温度が常温

程度であるため，60℃とする。 

 

5. 原動機出力 100kW/台 

低圧代替注水系（可搬型）として使用する可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の原動

機については，必要な性能（消防法に基づく技術上の規格）を発揮する出力を有する

ものとして 100kW とする。 
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ホースの湾曲による圧力損失に対する考え方について 

 

ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが様々である

こと，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考慮し，最も一般

的な仕様である，『新・消防機器便覧「消防水力学」（東京消防庁監修，東京消防機器

研究会編著）』における理論値を使用する。 

 

ホースの湾曲による圧力損失への影響について 

 

 
 

図１ 想定されるホースの引き回しパターン（イメージ） 

 

＜１湾曲（90°）あたりの圧力損失 hc＞ 

hc＝fc×v2/（2g） 

 

〇損失係数 fc 

ホースの湾曲による損失係数は新・消防機器便覧に記載されている曲率半径

1000mm における 90°湾曲時の損失係数である 

fc=0.068･･･ (ⅰ) 

を引用する。 

 

〇流速 v 

v=Q/A 

・Q=流量について 

流量は各使用条件に合わせた値を用いて評価を行う。 

ここでは，例示として， 90［m3/h］の場合の計算を示す。 

ホース 2ラインで送水した場合，1ラインあたり 

45[m3/h]＝0.75[m3/min]となる。 

 

・A＝管路の断面積について 

A＝πr2であることから，75A のホースを使用する場合 

r=0.038［m］となる。よって，A=0.00454[m2] 

 

１湾曲（90°）が４回

発生した場合 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 

可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級） 
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・流速 v=Q/A より 

v=165.1982[m/min] 

=  2.7533[m/s] ･･･(ⅱ) 

 

〇上記(ⅰ)(ⅱ)より，１湾曲（90°）あたりの圧力損失を求める。 

hc＝fc×v2/(2g)より，重力加速度 9.8[m/s2]を用いて 

hc＝0.068×(2.75332/(2×9.8))×3 

＝0.079[m] 
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添付(1) 

 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）の同時使用につ

いて 

 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）による原子

炉圧力容器への低圧代替注水と同時に行われることを想定している。全交流動力電源

喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗のシナリオ時に代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）を使用する場合において，原子炉停止後約 9 時間後から 80m3/h

で原子炉格納容器内にスプレイし，同時に低圧代替注水系（可搬型）により 40m3/h

で原子炉圧力容器への低圧代替注水することで重大事故等を防止できることが評価

結果より確認されている。 

 したがって，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）

は表 1 のとおり同時に注水することを考慮している。系統図を図 1～2 に示すが，い

ずれの系統も可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いるため，表 1 で示すとおりに代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）を同時に実施する

能力があることを評価により確認する。評価に当たっては，代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）を同時に使用する全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗のシナリオの条件を用いる。したがって，代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）80m3/h と低圧代替注水系（可搬型）の同時注水

の成立性を確認するために，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の特性と代替格納容器

スプレイ冷却系（可搬型）及び低圧代替注水系（可搬型）の系統圧力損失を考慮して

注水特性評価を実施した。注水特性評価結果は図 3のとおりであり，原子炉格納容器

圧力が 1Pd（310kPa[gage]）及び原子炉圧力 0.8MPa の場合に代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）の流量が 80m3/h，低圧代替注水系（可搬型）は 40m3/h で原子炉圧力

容器へ注水できることが確認できた。 

よって，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）と低圧代替注水系（可搬型）の同

時注水について，各々の必要流量が確保可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

表 1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），低圧代替注水系（可搬型）の必要流量 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 低圧代替注水系（可搬型） 

80m3/h 40m3/h 
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残留熱除去系
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

主タービン系へ

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器スプレイ・ヘッダ

淡水貯水池

可搬型代替注水ポンプ

（A-2級）

軽油タンク

タンクローリ

（4kL）

給水系より

低圧代替注水系（可搬型）

残留熱除去系
ポンプ

Ａ

※

※

 
 

図 1 「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」の 

重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 代替格納容器スプレイ注水特性（低圧代替注水 40m3/h 同時注水時） 
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接続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 1 接続図（淡水貯水池から接続口） 
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図 2 接続図(防火水槽から接続口) 
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図 3 接続図(建屋内接続 6号炉原子炉建屋地上 1階)

  

. 
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図 4 接続図(建屋内接続 6号炉原子炉建屋地上 2階)
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図 5 接続図(建屋内接続 7号炉原子炉建屋地上 1階)
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 図 6 接続図(建屋内接続 7号炉原子炉建屋地上 2階)
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保管場所図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 1 保管場所図(位置的分散) 
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図 2 保管場所図（機器配置） 
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図 3 保管場所図(ホース保管場所 6号炉原子炉建屋地上 1階)
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図 4 保管場所図(ホース保管場所 7号炉原子炉建屋地上 1階)
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アクセスルート図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアク

セスルートについて』より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 保管場所及びアクセスルート図 
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図 2 地震・津波発生時のアクセスルート図 
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図 3 森林火災発生時のアクセスルート図 
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図 4 中央交差点が通行不能時のアクセスルート図 
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その他設備 
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原子炉格納容器内を冷却するための自主対策設備として，以下を整備する。 

 

①  消火系を用いた代替格納容器スプレイ冷却の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポ

ンプ，復水移送ポンプが機能喪失した場合，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容

器の破損を防止するため，自主対策設備として消火系を用いた格納容器スプレイ

手段を整備している。 

消火系を用いた格納容器スプレイ手段については，ディーゼル駆動消火ポンプ

を用い，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード），代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）とは異なるろ過水タンクを水源として消火系，復水補給水系，残

留熱除去系を通じて格納容器スプレイを行う手順を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
操作手順 弁番号 弁名称 操作場所

⑥ P13-MO-F029 タービン建屋負荷遮断弁 中央制御室
⑧ P13-MO-F090 復水補給水系消火系第1連絡弁 中央制御室
⑧ P13-MO-F091 復水補給水系消火系第2連絡弁 中央制御室
⑧ E11-MO-F017B 残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B) 中央制御室
⑧ E11-MO-F018B 残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B) 中央制御室
⑧ E11-MO-F019B 残留熱除去系S/Pスプレイ注入隔離弁(B) 中央制御室
⑫ E11-MO-F032B 残留熱除去系洗浄水弁(B) 中央制御室  

 

図１ 消火系による格納容器スプレイ 手順の概要図 
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②ドライウェル冷却系による格納容器除熱 

 代替格納容器スプレイ冷却系の実施及び残留熱除去系ポンプの復旧ができず，格納

容器除熱手段がない場合に，常設代替交流電源により原子炉補機冷却水ポンプ及び原

子炉補機冷却海水ポンプの電源を復旧し，原子炉格納容器内へ冷却水を通水後，ドラ

イウェル送風機を起動して原子炉格納容器を除熱する。 

 ドライウェル送風機を停止状態としても，原子炉格納容器内への冷却水の通水を継

続することで，ドライウェル冷却系冷却器コイル表面で，原子炉格納容器内部の蒸気

を凝縮し，原子炉格納容器の圧力上昇を緩和することができる。 

 

原子炉格納容器

原
子
炉
圧
力
容
器

海

冷却水

熱交換器

原子炉補機
冷却水ポンプ

ドライウェル冷却器
（送風機及び冷却コイル搭載）

原子炉補機
冷却海水ポンプ

常設代替交流電源により
電源を復旧し起動

 
図２ ドライウェル冷却系による原子炉格納容器からの除熱 概略図 
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各号炉の弁名称及び弁番号 
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条文適合性資料本文中に記載の弁名称については，説明資料の構成上，略称等が用

いられている場合がある。これらの記載名称と各号炉に設置されている弁の正式名称

及び弁番号の関係について，下表のとおり整理する。 

 

表１ 各号炉の弁名称及び弁番号 

弁名称 弁番号 弁名称 弁番号

残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁（B) 残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B) E11-MO-F017B 残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B) E11-MO-F017B

残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁（B) 残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B) E11-MO-F018B 残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B) E11-MO-F018B

残留熱除去系洗浄水弁（B) 残留熱除去系低圧注水モード注入ライン洗浄弁（B) E11-MO-F032B 残留熱除去系注入ライン洗浄水止め弁（B) E11-MO-F032B

タービン建屋負荷遮断弁 タービン建屋負荷遮断弁 P13-MO-F150 復水補給水系タービン建屋負荷遮断弁 P13-MO-F029

復水補給水系常／非常用連絡1次止め弁 復水貯蔵槽常用，非常用給水管連絡ライン第一止め弁 P13-F011 復水補給水系　常／非常用連絡管一次止め弁 P13-F019

復水補給水系常／非常用連絡2次止め弁 復水貯蔵槽常用，非常用給水管連絡ライン第二止め弁 P13-F012 復水補給水系　常／非常用連絡管二次止め弁 P13-F020

残留熱除去系サプレッション・チェンバ・プール
スプレイ注入隔離弁（B)

残留熱除去系S/Pスプレイ注入隔離弁　（B) E11-MO-F019B 残留熱除去系S/Pスプレイ注入隔離弁　（B) E11-MO-F019B

MUWC接続口外側隔離弁1(B) RHR(B)経由R/B南側外壁外部注水接続端第一止め弁(1) P13-F134 MUWC建屋外南側外部送水ライン止め弁1 P13-F136

MUWC接続口外側隔離弁2(B) RHR(B)経由R/B南側外壁外部注水接続端第一止め弁(2) P13-F139 MUWC建屋外南側外部送水ライン止め弁2 P13-F141

MUWC接続口外側隔離弁1(A) RHR(A)経由R/B東側外壁外部注水接続端第一止め弁(1) P13-F130 MUWC建屋外北側外部送水ライン止め弁1 P13-F132

MUWC接続口外側隔離弁2(A) RHR(A)経由R/B東側外壁外部注水接続端第一止め弁(2) P13-F138 MUWC建屋外北側外部送水ライン止め弁2 P13-F140

MUWC可搬式接続口隔離弁1 R/B外壁外部注水接続端第一止め弁 P13-F192 MUWC建屋外東側貫通接続口元弁 P13-F129

MUWC可搬式接続口隔離弁2 外部注水入口弁 P13-F190 MUWC建屋内北側外部送水ライン元弁 P13-F124

MUWC可搬式接続口隔離弁3 R/B外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F193 MUWC建屋内東側貫通接続口元弁 P13-F131

MUWC接続口内側隔離弁(B) RHR(B)経由R/B南側外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F135 MUWC建屋内南側外部送水ライン止め弁1 P13-F137

MUWC接続口内側隔離弁(A) RHR(A)経由R/B東側外壁外部注水接続端第二止め弁 P13-F131 MUWC建屋内北側外部送水ライン止め弁1 P13-F133

復水補給水系原子炉建屋復水積算計バイパス弁 原子炉建屋復水積算流量計バイパス弁 P13-F053 復水補給水系　FQT-21バイパス弁 P13-F062

統一名称

6号炉 7号炉

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


